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令和 2 年度厚生労働科学研究費補助金 （長寿科学政策研究事業） 

総括報告書 

 

アルツハイマー病患者に対する生活行為工程分析に基づいたリハビリテーション介入の標準化 

に関する研究 

 

 

主任研究者：田平 隆行（鹿児島大学医歯学域医学系 教授） 

研究分担者：池田  学（大阪大学大学院医学系研究科 教授） 

      粟田 主一（東京都健康長寿医療センター研究所 研究部長） 

      牧迫飛雄馬（鹿児島大学医歯学域医学系 教授） 
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研究要旨： 

目的：本研究では，地域在住 AD 患者に対して生活行為工程分析に基づいたリハビリテーションを 3 か月

間介入し，その効果を PADA-D を用いて非ランダム化比較試験にて検証した．  

方法：対象は，地域在住 AD 及び軽度認知障害（MCI）高齢者とした．リクルートは，全国 6 府県の認知

症疾患医療センター等から抽出した．調査項目は，主要指標として生活行為工程分析表（PADA-D）ほか

ADL 指標等とし，目標とした生活行為の満足度，遂行度も聴取した．介入群は生活行為工程分析に基づい

た介入を 1 回/週，1 回 40 分，3 か月間在宅を基本として実施し，対照群は，通常のサービスのみとした． 

結果：PADA-D総合得点，Lawton ADL，下位項目では「洗濯」のみ有意な交互作用が認められ，介入効

果が示された．目標として多かった「買い物」，「洗濯」等はそれぞれ介入ポイントに応じた部分的な工程

の改善が見られた． また，介入群は目標とした生活行為（工程）の満足度，遂行度は向上し，主観的評価

が得られた． 

結論：認知機能は変化せずとも ADL の総合点数はわずかながら改善する傾向を示した．注目すべきは，

目標とする生活行為については介入を焦点化した「工程」で改善する傾向を示した，ことである．従来の

ADL 評価スケールは，介助量で段階付けされているため，この点は表出できず，PADA-D の特徴が示さ

れたと考える． 

A．研究目的 

生活行為工程分析表（Process Analysis of Daily 

Activity for Dementia; PADA-D）は，認知機能の側面

から工程分析した評価表であり，介助量を主体とし

た既存の ADL 評価尺度では把握できなかった詳細

な変化を捉えることが可能である．また，各生活行

為を行為の過程に沿って起点と終点を定めているた

め一連の観察が行いやすく，認知機能に関連した行

為障害を具体的に提示が可能であることが特徴であ

る．尚，Physical Self-Maintenance Scale（PSMS），Lawton 

Instrumental Activities of Daily Living Scale （Lawton 

IADL），Hyogo Activity of dairy living Scale（HADL）

との基準関連妥当性は 0.84 以上，内部一貫信頼性は

α=0.96であり信頼性，妥当性は得られている（田平，
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2019）．   

H27～29 年度に取り組んだ厚生労働科学研究費

補助金長寿科学総合研究事業「生活行為障害の分析

に基づく認知症リハビリテーションの標準化に関す

る研究」（主任研究者：池田学）において，在宅アル

ツハイマー型認知症（AD）において各 IADL の自立

度を重症度別に検討し，手続き的記憶を用いた工程

が中等度者でも残存しやすいことを明らかにした．

在宅生活を継続するためには生活行為の残存能力を

活かし，かつ具体的な生活行為障害を予測し早期に

介入することが重要となる．昨年の本研究報告書で

は 8 例の在宅認知症患者に対し生活行為工程分析に

基づいたリハビリテーションを実施し，介入前後の

PADA-D の変化を検討した．その結果，全般的な

ADL 自立度には変化がなかったが目標とする生活

行為の部分的改善が認められ，目標とする生活行為

の満足度，遂行度も向上した．しかしながら，対照

群を設けていないため事例レベルでの前後比較検証

に留まった． 

本研究では，地域在住 AD 患者に対して生活行為

工程分析に基づいたリハビリテーションを 3 か月間

介入し，その効果を PADA-D を用いて非ランダム化

比較試験にて検証した． 

 

B．研究方法 

1．研究デザイン 

 本研究では，介入施設ごとに特徴があることから

非ランダム化比較試験を採用した．アウトカム評価

は盲検化し，評価者と介入者は異なるセラピストと

した． 

 

2．対象 

対象は，地域に在住する 65 歳以上の AD 及び軽度

認知障害（MCI）高齢者で，MMSE 得点は 10 点以上

の者とした ．除外基準は顕著な整形疾患，神経疾患，

感覚器疾患等による生活行為障害が認められる者と

した．リクルートは，全国 6 府県（群馬，大阪，石

川，熊本，鹿児島，沖縄）の認知症疾患医療センタ

ー，訪問看護ステーション，通所リハビリテーショ

ン及び通所介護事業所から抽出した． 

 

3．調査項目 

基本情報は，性別，年齢，診断名，既往歴，居住形

態，要介護度，主介護者，障害高齢者及び認知症高

齢者の日常生活自立度，服薬状況である．主要アウ

トカム指標としてPADA-D総合得点（Max210），IADL

得点（Max120），BADL 得点（Max90），下位項目

（Max15），PSMS，Lawton IADL，HADL，Mini-mental 

State Examination（MMSE）とした．PADA-D の評価

方法は，リハ専門職等の自宅訪問による観察及び信

頼ある家族からの聞き取りとした．副次アウトカム

指標は，Zarit 介護負担尺度短縮版（J-ZBI8），認知症

行動障害尺度（DBD13）とし，介入群のみ目標設定

した生活行為の満足度（10 段階），遂行度（10 段階）

であった． 

4．介入方法 

介入は，PADA-D にて低下している工程及び残存

している工程を明らかにし，本人・家族の合意のも

と介入する生活行為を 3 行為まで選択する．具体的

な目標を決定し，目標志向的に生活行為へのリハビ

リテーション介入を行う．介入は，1 回／週を基本と

し，1 回 40 分，3 か月間，リハ専門職等が自宅を訪

問して行うが，目標に応じた自宅以外の実施はこの

限りではない． 対照群は，研究協力者の施設で通常

行っているプログラムおよび他のサービスのみを実

施した． 

5．解析方法 

ベースラインの 2 群間比較を尺度属性に応じて対

応のない t 検定，χ2 検定を実施したのち，時間×群

間の反復測定 2 元配置分散分析を実施した．また，

介入群のみ目標とした PADA-D の各生活行為，満足

度・遂行度の前後比較を Student の t 検定にて比較し

た．さらに，目標として多かった洗濯，買い物，服薬

管理，移動の下位項目について前後比較を行った．  

 

（倫理面への配慮） 

本研究では個人情報を消去し，すべて記号・数値

に置き換え，個人が特定されないよう処理を行った．

なお，UMIN 臨床試験の登録および鹿児島大学病院

臨床研究倫理委員会の承認（190024 倫-改 2）を得て

実施した．  

 

C．研究結果 

1．ベースラインの比較 

対象者は，COVID-19 関連を含むドロップアウト

8 名，対象疾患外 3 名を除外して，最終的に介入群

25 名（女性 16 名，76.2±9.1 歳），対照群 24 名（女

性 15 名，78.5±6.4 歳）を分析対象とした．ベース

ラインでの 2 群間比較については，基礎的情報，認

知機能，ADL，DBD13，Zarit8 全てにおいて有意差

なく，同等の対象条件であった．しかし，COVID-19

の影響による介入中に中断した者が 9 名（中断期間

30-150 日）であった． 

2．介入前後比較（2 元配置分散分析） 

 Lawton IADL（F=4.32, P<0.05），PADA-D 総合

得点（F=3.98）に有意な交互作用が見られ，介入効

果が認められた．認知機能，行動心理症状，他 ADL

尺度には有意な変化なかった．  

3．PADA-D下位項目の介入前後比較  

目標とする介入が多かった洗濯，買い物，服薬管

理，整容の介入前後の 2 群間比較を実施し，濯

（F=3.32）のみ有意な交互作用が認められた． 

 

4．目標とした生活行為と工程分析の介入前後比較  

 介入群 25 名の生活行為の目標数は合計 53（1 事例

当たり 2.12）であった．そのうち「洗濯」を目標と
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した者が 8 名，「移動・外出」7 名，「家事（掃除な

ど）」5 名，「買い物」，「調理」，「服薬管理」，「整容」

4 名，「入浴」3 名の順で多かった．それぞれ介入ポ

イントに応じた部分的な工程の改善が見られた． 

5．目標とした生活行為の満足度と遂行度 

 各目標への満足度，遂行度（各 10 段階）の前後比

較を図 3 に示す．介入後，満足度，遂行度共に有意

に向上し，目標指向的介入によって主観的な評価は

高まることが確認された． 

 

D. 考察 

 ベースラインでは，年齢，性別，認知機能，BPSD，

ADL において両群で差がなく，同程度の条件の参加

者となった．介入前後では両群共に認知機能，介護

負担感，BPSD，PSMS，HADL は著変なかったが，

介護負担感，BPSD は低下傾向であった．唯一

Lawton IADL と PADA-D 総合得点が有意な交互作

用を認め，対照群は悪化し，介入群は改善した．こ

のように認知機能が改善せずとも ADL は改善する

ことが明らかとなり，ADL への直接的リハビリテー

ションの効果が示された．ADL 別でみても両群で変

化の相違はあるも有意な交互作用を示したのは洗濯

のみであった．これは，目標とする生活行為は IADL

が多く，特に 6 名が焦点にあてた洗濯に効果が表れ

たのかもしれない．重要なことは，目標に対する満

足度，遂行度は有意に向上したことである．PADA-D

に反映しない部分においても主観的な満足度，遂行

度が改善することで，自己効力感や有能感に繋がる

可能性がある．このような肯定的な心理変化が行為

の定着，習慣化のために必要である．  

 

E．結論 

認知機能は変化せずとも ADL の総合点数はわず

かながら改善する傾向を示した．特に，目標とする

生活行為については介入を焦点化した「工程」で改

善する傾向を示した．従来の ADL 評価スケールは，

介助量で段階付けされているため，この点は表出で

きず，PADA-D の特徴が示されたと考える．また，

目標とした生活行為（工程）の満足度，遂行度は向

上し，主観的評価は得られた．地域在住 AD 患者に

対しては生活行為を分析し，直接的に ADL に介入

することが効果的であった．しかし，COVID-19 の

影響や重症度，居住環境，習慣性，性差等の交絡因

子があるため，さらなる検証が必要である  

 

F．健康危険情報 

なし 

 

G．研究発表 

１．論文発表 

1)Tabira T, Maruta M, Matsudaira K, Matsuo T, Hasegawa 

T, Sagari A, Han G, Takahashi H, Tayama J: Relationship 

between attention bias and psychological index in 

individuals with chronic low back pain: A preliminary 

event-related potential study. Front Hum Neurosci, 26, 

2020. doi: 10.3389/fnhum.2020.561726 

2) Ikeda Y, Han G, Maruta M, Hotta M, Ueno E, Tabira T: 

Association between Daily Activities and Behavioral and 

Psychological Symptoms of Dementia in Community-

Dwelling Older Adults with Memory Complaints by Their 

Families. Int. J. Environ Res Public Health, 17(18), 6831 

2020 .doi: 10.3390/ijerph17186831 

3) Tokuda K, Maruta M, Shimokihara S, Han G, Tomori 

K, Tabira T. Self-Selection of Interesting Occupation 

Facilitates Cognitive Response to the Task: An Event-

Related Potential Study. Front Hum Neurosci, 14:299, 

2020. doi: 10.3389/fnhum.2020.00299. eCollection 2020. 

4) Han G, Maruta M, Ikeda Y, Ishikawa T, Tanaka H, 

Koyama A, Fukuhara R, Boku S, Takebayashi M, Tabira 

T: Relationship between Performance on the Mini-Mental 

State Examination Sub-Items and Activities of Daily 

Living in Patients with Alzheimer's Disease. J Clin Med 

9(5):1537, 2020 doi: 10.3390/jcm9051537. 

5) Sagari, A, Tabira, T, Maruta, M, Miyata, H, Han, G, 

Kawagoe, M: Causes of changes in basic activities of daily 

living in older adults with long ‐ term care needs. 

Australas J Ageing: 1 –  8, 2020 

doi.org/10.1111/ajag.12848 

6) Maruta M. Makizako H. Ikeda Y, Miyata H. Nakamura 

A. Han G. Shimokihara S. Tokuda, K. Kubozono T. Ohishi 

M. Tomori K. Tabira T: Associations between Depressive 

Symptoms and Satisfaction with Meaningful Activities in 

Community-Dwelling Japanese Older Adults. J Clin Med, 

9(3), 795, 2020 doi: 10.3390/jcm9030795. 

7) Shimokihara S, Tanoue T, Takeshita K, Tokuda K, 

Maruta M, Moriuchi T, Tabira T: Usefulness of navigation 

application for outdoor mobility guides in community-

dwelling older adults: a preliminary study. Disability and 

Rehabilitation: Assistive Technology, 16, 2020. 

doi.org/10.1080/17483107.2020.1870005 

8) Tanaka H, Umeda R, Shoumura Y, Kurogi T, Nagata Y, 

Ishimaru D, Tabira T, Yoshimitsu K, Ishi R, Nishikawa T: 

Development of an Assessment Scale for Engagement in 

Activities for Patients with Moderate to Severe dementia. 

Psychogeriatrics, 2021 doi: 10.1111/psyg.12678. 

9) Shimokihara S, Maruta M, Hidaka Y, Akasaki Y, 

Tokuda K, Han G, Ikeda Y, Tabira T: Relationship of 

Decrease in Frequency of Socialization to Daily Life, 

Social Life and Physical Function in Community-

Dwelling Adults Aged 60 and over after the COVID-19 

Pandemic. Int. J. Environ. Res. Public Health18(5), 2573, 

2021 doi.org/10.3390/ijerph18052573 

10) Maruta M. Makizako H. Ikeda Y, Miyata H. Nakamura 

A. Han G. Shimokihara S. Tokuda, K. Kubozono T. Ohishi 

M. Tabira T: Association between apathy and satisfaction 

with meaningful activities in older adults with mild 

cognitive impairment: A population-based cross-sectional 

study. Int J Geriatr Psychiatry, 2021.doi: 

10.1002/gps.5544 

 

【論文（和文）】 

1）下木原俊，丸田道雄，吉満孝二，徳田圭一郎，上

城憲司，西田征治，磯直樹，内田淳，福永一喜，椿野



4 

由佳，村島久美子，河合晶子，田平隆行：医療・介護

施設における徘徊行動とその支援についての実態調

査， 日本作業療法研究学会雑誌，23(1): 9-16，2020 

2）韓侊熙，丸田道雄，髙橋弘樹，中村篤，宮田浩紀，

竹林実，松尾崇史，田平隆行：脳血管障害患者の情

報処理型による表情識別能力の相違および認知機能

評価との関連性．日本作業療法研究学会雑誌，23（1）：

17-23，2020 

 

２．学会発表 

1）田平隆行，池田由里子，丸田道雄，日高憲太郎，

韓侊熙，吉浦和宏，石川智久，堀田牧，池田学：地域

在住認知症高齢者における IADL 工程障害の居住形

態による相違，第 35 回日本老年精神医学会，2020 年

12 月（米子，誌上発表） 

2）韓侊熙，福原竜治，竹林実， 丸田道雄，中村篤，

宮田浩紀，下木原俊，徳田圭一郎，池田由里子，田平

隆行：アルツハイマー病患者の行動心理症状と日常

生活活動との関連についての研究．第 14 回日本作業

療法研究学会，2020 年 11 月（Web） 

3）丸田道雄，牧迫飛雄馬，池田由里子，韓 侊熙，中

村篤，宮田浩紀，下木原俊， 大勝巌，大勝秀樹，田

平隆行：地域在住高齢者が重要とする活動の満足度

と抑うつ症状の関連．第 14 回日本作業療法研究学会，

2020 年 11 月（Web） 

4）赤井田将真，牧迫飛雄馬，中井雄貴，富岡一俊，

谷口善昭，和田あゆみ，佐藤菜々，丸田道雄，田平隆

行：地域在住高齢者における意味のある活動の満足

度とフレイルの関係．第 14 回日本作業療法研究学会，

2020 年 11 月（Web） 

5）宮田浩紀，丸田道雄，中村篤，韓侊熙，池田由里

子，下木原俊，徳田敬一郎，赤崎義彦，日高雄磨，田

平隆行：高齢化率 40％を超える地域における社会的

フレイルの有病率と重要な作業の特徴．第 14 回日本

作業療法研究学会，2020 年 11 月（Web） 

6）中村篤，牧迫飛雄馬，丸田道雄，宮田浩紀，田平

隆行：運転を中断した地域在住高齢者の生活上重要

な作業の特徴および抑うつとの関連．第 54 回日本作

業療法学会．2020 年 9 月（web） 

7）丸田道雄，牧迫飛雄馬，中村篤，大勝秀樹，田平

隆行：フレイル状態の地域在住高齢者が生活の中で

重要とする活動の特徴．第 54 回日本作業療法学会．

2020 年 9 月（web） 

8）池田由里子，丸田道雄，平田優，田平隆行：家族

が捉えているもの忘れがある地域在住高齢者の

IADL と BPSD の特徴．第 54 回日本作業療法学会．

2020 年 9 月（web） 

9）田平隆行，丸田道雄，韓 侊熙，岡部拓大，川越

雅弘：認知症高齢者の要介護度に伴う ADL 自立度の

低下様式．第 54 回日本作業療法学会．2020 年 9 月

（web） 

10）宮田浩紀，丸田道雄，中村篤，池田由里子，田平

隆行：地域在住高齢者の生活上重要な作業活動の満

足度と社会的フレイルとの関連．第 54 回日本作業療

法学会．2020 年 9 月（web） 

11）上野恵理，池田由里子，下木原俊，日髙憲太郎，

田平隆行：地域在住認知症高齢者における生活行為

工程分析表（PADA-D）を用いた更衣，整容に関する

特徴．第 54 回日本作業療法学会．2020 年 9 月（web） 

12）下木原俊，丸田道雄，中村篤，池田由里子，田平

隆行：地域在住高齢者が生活の中で重要としている

作業の特徴―性別および年代別の検討―．第 54 回日

本作業療法学会．2020 年 9 月（web） 

13）韓侊熙，福原竜治，朴秀賢，竹林実，田平隆行：

レビー小体型認知症患者の MMSE の下位項目と

ADL との関連についての研究．第 54 回日本作業療

法学会．2020 年 9 月（web） 

14）岡部拓大，鈴木誠，磯直樹，田平隆行，川越雅

弘：生活自立確率の長期的変化―要介護高齢者を対

象にした項目反応理論解析―．第 54 回日本作業療法

学会．2020 年 9 月（web） 

15）磯直樹，岡部拓大，鈴木誠，田平隆行，川越雅

弘：訪問リハビリテーションを利用した要介護者の

心身機能を含めた生活機能の経時的変化．第 54 回日

本作業療法学会．2020 年 9 月（web） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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表１ 介入前後のアウトカムの比較 

  
介入群 対照群 

P 値 
（N=25） （N=24） 

年齢 76.2±9.1 78.5±6.4 0.324 a 

性別，女性% 16(64) 15(63) 0.752 b 

居住形態，独居% 5(20) 5(22) 0.568 b 

MMSE 19.5±5.9 19.3±4.9 0.863 a 

DBD13     (Max52) 16.2±7.9 16.4±7.6 0.873 a 

Zarit8      (Max32) 10.8±5.9 8.1±6.3 0.265 a 

PSMS      (Max6) 4.0±1.7 4.4±1.7 0.381 a 

Lawton IADL (Max8) 3.6±2.3 3.6±2.6 0.927 a 

HADL    (Max100)  28.3±18.1 26.7±16.0 0.751 a 

PADA-D 総 合            
(Max210)  

131.1±36.0 127.4±39.4 0.73 a 

BADL  (Max90) 76.4±18.6 82.4±8.6 0.255 a 

IADL  (Max120) 54.7±30.4 45.0±33.4 0.291 a 

COVID-19 中断期間 9 名（30-150 日）   

a. 対応のない T 検定， b.χ2 検定 

PADLP-D ： Process Analysis of Daily Life Performance for Dementia,MMSE ： Mini mental State 

Examination,PSMS：Physical Self-Maintenance Scale,Lawton IADL： Instrumental activity of daily living 

scale,HADLS：Hyogo Activity of Daily Living Scale,DBD13：Dementia Behavior Disturbance Scale 

Paired-T test  

 

 

 

表 2．介入前後比較 

  

介入群（N=25） 対照群（N=24） 交互作用 

ベースライン 3 か月後 ベースライン 3 か月後 F値 

MMSE     (Max30) 19.5±5.9 19.3±5.8 19.3±4.9 19.3±5.5 0.93 

DBD13     (Max52) 16.2±7.9 15.3±8.7 16.4±7.6 17.6±6.8 0.83 

Zarit8      (Max32) 10.3±5.9 9.7±6.8 8.1±6.3 7.6±5.9 0.96 

PSMS      (Max6) 4.2±1.7 4.3±1.4 4.4±1.7 4.6±1.5 0.27 

Lawton IADL (Max8) 3.6±2.3 3.9±2.3 3.6±2.6 3.2±2.7 4.12* 

HADL    (Max100)  28.3±18.1 27.4±15.8 26.7±16.0 29.0±17.1 1.92 

PADA-D 総 合              
(Max210)  131.1±36.0 135.6±36.6 127.4±39.4 122.5±41.9 3.92* 

   BADL  (Max90) 76.4±18.6 81.6±8.3 82.4±8.6 82.5±7.9 2.78 

   IADL  (Max120) 54.7±30.4 58.8±31.5 45.0±33.4 42.29±33.4 2.61 

反復測定のある二元配置分散分析 *P<0.05    
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1）服薬管理                  2）洗濯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）買い物                   4）整容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．PADA-D下位項目の介入前後比較 
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1）目標に「洗濯」がある（N=8）         2）目標に「買い物」がある（N=4） 

 

 

洗濯物を「干す」，「取り込む，たたむ」で若干    「入店」，「金銭の支払い」で若干の改善 

改善 

 

3）目標に「服薬管理」がある（N=4）       4）目標に「移動」がある（N=7） 

 

 

 
   
 

「時間を守る」，「残薬の確認」で若干の改善     「居室内の移動」，「近所への外出」でやや改善 

 

図 2．目標とした生活行為の工程分析の介入前後比較例 

 

 

  
図 3．介入群の満足度・遂行度の前後比較（N=25，目標数 47，欠損値 6） 

   Mean±SD，Non Paired T test *P<0.

（点） 
Mean （点） Mean 

Mean （点） Mean （点） 
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令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 （長寿科学政策研究事業） 

アルツハイマー病患者に対する生活行為工程分析に基づいたリハビリテーション介入の標準化に関す

る研究 分担研究報告書 

 

COVID-19下における若年性認知症者を対象としたWeb会議システム（Zoom）による 

生活指導・支援システム（+o-management）の構築と介入事例の報告 

 

分担研究者 池田 学 

大阪大学大学院医学系研究科精神医学教室 教授 

研究協力者 堀田 牧 

大阪大学大学院医学系研究科精神医学教室 特任研究員 

研究要旨： 

目的： 介護サービス利用に至らない若年性認知症者への訪問生活指導は在宅生活の維持に必要な介入

だが，COVID-19感染拡大以降，十分に施行されにくい状況にある．一方，通信機器を使用したWeb会議シ

ステム(Zoom)は新たな対人交流手段として日常生活に浸透している．人の移動や接触を伴わない非接触型

の利点を患者の生活評価や指導に導入することは，在宅生活支援においてもその有用性が期待できる． 

対象：2020 年 8 月の時点で大阪大学医学部附属病院精神科神経心理専門外来に通院しており，若年性認

知症と診断されているが訪問サービスを利用していない患者とその家族介護者． 

方法：患家と病院を Zoom で接続し，画面越しに患者や主介護者へ PADA-D などの生活評価スケールを用

いて半構造化面接を行う．課題抽出後に介入内容を決定し，週 1 回 Zoom による生活指導を約 3 ヶ月間行

う． 

結果：Zoom による ADL 聞き取り評価は時間を要するが，対象者や介護者から得られる生活情報は十分収

集可能であった．また，生活課題から導出された ADL 動作指導や外出などの介入は，対象者と接触できる

第三者の協力が必要となったが，地域支援者に情報提供を行うことで作業療法士と患者間の生活支援に完

結されず，Zoom介入と地域支援者介入が融合したハイブリッド支援となった． 

まとめ：Zoom を介した生活指導は，生活背景や疾病特徴が多様な若年性認知症者において個別性が高い

生活支援が可能であった．+o-managementは COVID-19終息以降も，訪問に代わる遠隔地へのオンラインリ

ハビリテーションなどに発展が望める生活支援システムと成り得る． 

 

 

A．研究目的 

訪問生活指導は，評価者が患者の自宅で直接

ADL評価や住環境評価を行い，その場で必要 

な支援を提案・実施できることに最大のメリッ

トがある．特に，若年性認知症患者においては

早期診断に至っても適切なサービスを受けるこ

とができないまま，何の介入もない空白の期間

を過ごして症状が進行するケースも少なくない

ため，訪問生活指導は重要な介入手段である．

しかし，新型コロナウイルス(以下，COVID-19)

感染拡大によって，在宅する若年性認知症患者

を対象とした訪問は中断もしくは患家からの拒

否を受ける傾向にある．COVID-19下においても

若年性認知症患者が安全な在宅生活を継続して

いくためにも，定期的な生活評価と支援は必須

であり，何かしらの代償介入方法が必要である． 

 一方，COVID-19下では感染予防の観点からパ

ソコンやタブレットなどの通信機器を使用した

Web 会議システム(Zoom)が非接触型のコミュニ

ケーションツールとして日常生活に浸透してお

り，様々な活用方法が展開されている．そこで，

訪問生活指導が必要な若年性認知症患者および

その介護者を対象に，非接触型の利点を活かし

た Zoom による生活評価および生活支援の試行

を考案した（+online-management．以下，+o-

management）（図 1.参照）．物理的な移動や対人

接触を伴わない生活評価・支援の実用性につい

て，介入事例から検討する． 

 

B．研究方法 

【対象】 

2020年8月の時点で大阪大学医学部附属病院

精神科神経心理専門外来に通院しており，若年
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性認知症と診断されているが訪問サービスの利

用はなく，訪問生活指導が必要と判断された患 

者とその主介護者で同意説明を得られたそれぞ

れ2名． 

 

【介入・評価方法】（図2.参照） 

1)普段自宅で使用している通信機器から Zoom

に接続してもらい，病院にいる作業療法士が患

者および主介護者へ画面越しに生活関連評価ス

ケールを用いた半構造化面接を行う． 

（患者） 

・意欲の評価：やる気スコア 

（介護者） 

・ADL評価：生活行為工程分析表（PADA-D） 

・介護負担評価：J-ZBI8 

2) 評価の結果より，患者の生活課題を抽出

し，介入内容を設定する． 

3)2020年8月から12月まで期間で，3ヶ月間，毎

週1回30～60分，作業療法士が Zoomを介して

評価を行い，患者・介護者へ生活指導を行う． 

4）期間終了後に介入前後の経過・変化につい

て検証を行う． 

 

（倫理面への配慮） 

本研究計画は，大阪大学大学院医学系研究科

精神医学教室の包括的研究である「神経心理専

門外来を受診した認知症およびその前駆状態が

疑われる患者の経年変化」の一環として，本

人・主介護者に対して書面による説明と同意を

得たうえで実施した．また，個人が特定されな

い形の匿名化を行い，個人情報には十分配慮

し，研究目的以外には使用していない． 

 

C．研究結果 

対象者は男性1名(以下，症例 A)，女性1名(以

下，症例 B)であり，それぞれに異なる作業療法士

が介入した．以下に各症例の結果および経過を示

す． 

 

【症例 A：若年性アルツハイマー病】 

男性，50歳代後半，右利き，MMSE 23．歯科医

師で自営業．妻と子供2人の4人暮らし．仕事や地

域活動を精力的に行っていたが，X-5年頃から自

分で行っていた旅行の計画を妻に任せるようになっ

た．X-3年，学会の事務局長を任されたがストレスと

なって抑うつ傾向が続き，自ら病院を受診してうつ

病と診断された．X-1年，時間の見当識の低下や複

雑な駐車場で車の位置がわかりにくいことに妻が気

づき，他院を受診してアルツハイマー病を疑われ，

X年，当院に受診し，若年性アルツハイマー病と診

断された．診断後は休職して自宅に引きこもった生

活を続けており，介護保険の申請を勧めたが，病

気を知られたくないと，本人，妻とも拒否をしてい

た． 

（生活評価） 

・PADA-Dで評価できた ADLは，「更衣」「電話」

「外出」「服薬管理」であったが，そのほとんどは自

分で操作や動作を行えずに失点であった．家事な

ど元から習慣にない ADLが多く，妻が予め服を並

べて出しておくなど，A氏が1人で取り組める準備

があることで何とかできていた． 

・会話などの疎通性は良好で，やる気スコアは11

点．休職して時間はあり，何かしたいが１人で決め

られない．趣味は郷土玩具集めで今も興味関心は

高い． 

・J-ZBI8は18であり，妻の介護負担は高く，「介護が

あるので友人と付き合いづらい」「友人を自宅に呼

べない」において顕著に示された． 

（生活課題） 

・ADLは妻の介助で行うが，生活の目的や日課が

ないため，刺激が少ない生活を送っている．何かや

りたいという意欲は維持されているため，能動性の

ある活動の提案が課題と考えられた．また，妻のレ

スパイトも必要と考えられた． 

（目標・介入計画） 

・興味関心のある活動を習慣にすることを目的に，

約2ヶ月間，毎週火曜日10：00～11：00に，A氏が

Zoomで担当作業療法士に郷土玩具の紹介・レク

チャーを行うことにした． 

（経過） 

・Zoomのセッティングは妻が行う．A氏は毎回画面

越しに購入した郷土玩具のエピソードや遊び方な

どを楽しげに語っていた．作業療法士が質問をす

ると，専門書を持ち出してその場でページを探して

答えるなど，熱心に応える姿があった． 

・Zoomの回数が増えるにつれて，A氏から散歩や

城めぐりをしたいなど，郷土玩具紹介以外の希望も

語るようになった．このタイミングで，今後の生活支

援を見据えて，若年性認知症支援コーディネータ

ーを A氏の外来診察時に紹介し，+o-management

への参加も了承した． 

・コーディネーターの参加以降は，Zoom以外に不

定期にコーディネーターとの城めぐりや，遠方のコ

ーヒーショップへ散歩に出かけ，その実況中継を

Zoomで行うなど，活動的な過ごし方が増えてき

た． 

・A氏の外出機会が増えたことで，妻は1人の時間

や子供達と過ごす時間を確保できるようになった． 

・+o-management終了後も活動継続の要望があっ

たため，1回/月の外来診察日に合わせて外来作業

療法を実施することとなった．また，妻に介護保険

の申請を勧めたところ，今後，手続きを考えたいと

いう意向を示した． 
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【症例 B：大脳皮質基底核症候群】 

 女性，50歳代後半，右利き，MMSE 22．主婦で

夫婦2人暮らしだが，夫は仕事が忙しく不在がち．

X-8年頃，文字を読む速度が遅くなったことに自分

で気づく．右手の巧緻性低下や注意障害が緩徐に

進行し，X-3年に当院を受診して大脳皮質基底核

症候群と診断された．右優位の両上肢の指節運動

失行，ミオクローヌス，安静時・動作時振戦を認め

た．また，観念失行も認められた．視空間認知障害

と注意障害は目立つが，近時記憶は保たれてお

り，軽度の喚語困難はあるものの疎通性は維持さ

れ，失語は認められなかった．介護保険の申請手

続きも済ませて要介護2だったが，訪問利用はなか

った． 

（生活評価） 

・夫が日中不在で本人への聞き取りとなったため，

ADLの真偽については外来受診時に夫へ確認を

行った．概ねの ADLは1人で行っていたが，PADA 

-D評価では，「家事」で洗い物の際，蛇口を見つけ

にくく手が届かないため失点となり，「入浴」では浴

槽をまたぐことが困難で失点となった．また，「更衣」

も1人で袖が通せず失点となった． 

・やる気スコアは12点．ADL動作獲得に取り組む

意思，意欲は維持されていた． 

・J-ZBI8は6であり，夫の介護負担感はそれほど高く

なかった． 

（生活課題） 

・家事を役割としているが身体機能面から1人で完

全に遂行することや外出は難しい．特に，「更衣」は

着脱の手順を理解した人的支援が必要である． 

・一方，「家事」や「入浴」では，自宅環境を Zoom

で見たため，物理的な作業環境の調整で自立が期

待できると考えた． 

（目標・介入計画） 

・B氏の役割である家事動作の自立，また，「入浴」

「更衣」などセルフケアの自立を目的に，週1回30～

40分，B氏と担当作業療法士が Zoomで生活状況

を共有し，生活課題の指導を行った．必要に応じ

て，外来診察日に動作確認も行った． 

（経過） 

・導入当時，B氏自身は今まで時間をかければ大

抵の ADLを何とか行っていたため，生活障害で困

窮している自覚がなかったが，PADA-Dの動作一

つ一つを確認しながら自身で答えることで，具体的

な生活課題を意識するようになった． 

・家事の際，蛇口が見つけやすいように，Zoom画

面越しに反射テープを紹介すると，「こんなのがあ

るんだ」と興味を示した．購入使用を勧めるが，1人

で買い物や設置ができないため，ケアマネジャーに

連絡をして，作業療法士による環境調整導入を目

的とした訪問リハビリテーションの利用につなげた． 

・入浴では，Zoomで浴槽の状況を確認し，手すり

がないことがわかったため，担当作業療法士がケア

マネジャーに手すりの導入を依頼した．浴槽のまた

ぎ動作訓練は，手順を家族や訪問作業療法士に

伝えて実施し，動作獲得ができた． 

・更衣については，Zoomで画面越しに着衣手順を

口頭で指示したが，困難だった．そのため，外来受

診時に直接評価と指導を行ったが，自立は難しい

と判断し，支援のためのヘルパー導入を決定した． 

・介入期間終了後も B氏に導入した訪問やヘルパ

ーの支援は継続しており，ADLは維持されている． 

 

D．考察 

若年性認知症者の生活背景は多様で，背景疾

患や認知症の重症度によってもその生活障害は

異なるため，PADA-D の聞き取りだけでも費や

す時間に個人差が生じやすく，また，生活課題

への介入も生活機能に関連する ADL動作の獲

得や日課の過ごし方など，評価時の患者の全体

像によってアプローチは異なってくる． 

 今回，2症例に通常は直接対面で行う PADA-

Dや ADLの動作観察を Zoomで施行した．

PADA-D 聞き取りは時間を要したものの，通常

と変わらない生活評価を行うことができた．課

題抽出は2症例の生活上の立場や役割がそれぞ

れ異なるため，課題は ADLの獲得と生活習

慣・日課の獲得とに分かれたが，症例の状況に

適切な支援や介護サービス導入につなげること

ができた． 

 また，Zoomによる評価・支援は全体を通し

て，対象者が周囲を気にしないで，本人の都合

が付く時間帯で行ったため，対象者のペースを

尊重した進め方が可能であり，評価支援者に対

する安心感や信頼関係の構築にも影響はあった

と思われる． 

 一方，+o-management は非接触型の評価・介

入手段だが，Zoomの設置・操作や ADL指導の

場面によっては，対象者に接触できる第三者の

協力が必要となることもわかった．しかし，こ

れは生活指導を作業療法士と対象者間で完結さ

せることなく，生活に必要となる地域支援者や

介護サービスをスムーズにつなげることができ

る，ハイブリッドな支援にもなり得ることが考

えられた． 

 

E．結論 

Zoomを介した生活指導は試行であったが，

生活背景や疾病特徴が多様な若年性認知症者に

おいて，個別性が高い支援の提供に可能性を見

出した．+o-management は COVID-19終息以降

も，訪問生活指導と同質の介入を遠隔地におい

ても展開できる手段であり，今後さらに導入さ

れるオンライン診療においても，非接触型のリ
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ハビリテーションとして発展を望むことがで

きる．そのためにも，実臨床においてさらに介

入数を増やし，+o-managementの有用性を実証

することが必要となる． 

 

F．健康危険情報 

 なし 

 

G．研究発表 
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1)Sakuta S, Hashimoto M, Ikeda M,  Koyama A, 
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cognitive impairment. Frontiers in psychiatry 
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COVID-19. Int Psychogeriatr. 2020 Oct, 32:1101-
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東京,2021. 

2)堀田 牧. 言語障害と相貌認知の障害を呈した

右側頭葉優位の意味性認知症患者に対する在宅

生活支援の一例. 池田 学 監修  認知障害作業
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監修  認知障害作業療法ケースブック 95-102, 

メジカルビュー社,東京,2021. 

 

3.学会発表 

（国際学会） 

1)Ikeda M. Japanese Frontotemporal 

 Dementia Consortium  12th International 

 Conference on Frontotemporal Dementias 3-5 
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2)Satake Y, Nagata Y, Suzuki M, Hashimoto M, Ikeda 

M. Psychiatry in the 20-20's: What will change? 

EFPT 2020 VIRTUAL FORUM, Bucharest, 
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countermeasures against behavioral 
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International Psychogeriatric Association 

2020 Virtual congress, 2020.10.2-3, (Online) 

 

（シンポジウム） 

1)高齢者の自動車運転の適格基準の検討」, 「認

知症疑いの高齢者における可否の判断について 

第 62回日本老年医学会学術集会, WEB, 8月 4日

-6日, 2020 

2)各認知症学会からの代表による各学会が目指

すもの 第 29 回日本脳ドック学会総会, WEB, 8

月 15日 16日, 2020 

3)「今、求められている精神科医の認知症医療へ

の参画」認知症初期集中支援チームにおける精

神科医の役割 第 116 回日本精神神経学会学術

集会総会, WEB, 9月 28日-30日, 2020 

 

（特別講演） 

認知症医療と司法精神医学−期待される司法精

神医学と老年精神医学の協働− 第 16 回日本司

法精神医学会大会, WEB, 11 月 12日-13日, 2020 

 

（プレナリーレクチャー） 

認知症の症候学,第 39 回日本認知症学会学術集

会, 名古屋, 11月 26日-28日, 2020 

 

（教育講演） 

前頭側頭型認知症研究の今後の報告性 第 35 回

日本老年精神医学会, 米子 WEB, 12 月 22 日, 

2020 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1．特許取得 

なし
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2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし 
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（図 1）+o-managementの説明・同意書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 2）+o-managementの手順 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 2年度厚生労働科学研究費補助金（長寿科学政策研究事業） 
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令和 2年度厚生労働科学研究費補助金（長寿科学施策研究事業） 

アルツハイマー病患者に対する生活行為工程分析に基づいたリハビリテーション介入の標準化に関する研究

分担研究報告書 

 

地域在住認知症患者の生活行為に資するリハビリテーション介入戦略の整理と実際 

 

研究分担者：粟田 主一 

東京都健康長寿医療センター研究所 研究部長 

 

研究代表者：田平 隆行 

鹿児島大学医歯学域医学系 教授 

       

研究要旨： 

目的：生活行為障害に対する介入戦略を具体的に整理し，総括報告書における非ランダム化比較試験におけ

る介入戦略の具体例を示す． 

方法：先行研究を参考に①残存している工程や認知機能の活用・代償，②反復技能練習，③物理的環境介入，

④人的環境介入，➄家族・介護者への支援教育の 5つに分類した．生活行為工程分析に基づいたリハビリテ

ーション介入を実施した介入群 25名の介入戦略の割合を算出し，具体例を示した． 

結果：介入戦略は，①残存している工程や認知機能の活用・代償 45.8％，④人的環境介入 34.7％，②反復

技能練習，物理的環境介入 30.5％，家族・介護者への支援教育 29.2％であった．しかし，多くの場合これ

らを複合的に活用していた． 

結論：有する認知機能や残存能力を活かし，環境調整や反復練習等を含めた複合的な視点で介入することが

重要である． 

A．研究目的 

American Occupational Therapy Association （AOTA）

の認知症の人に対する作業療法実践ガイドライン 1)

では，ADL／IADL などの生活行為に対する介入を

「作業に基づいた介入」「身体運動的介入」「認知的

介入」「多要因的介入」「休息と睡眠に対する介入」

の 5 つに分類している．軽度者においては，個々の

心身機能や興味・関心に合わせた作業の提供，自宅

での ADL/IADLの技能練習や物理的環境調整，介護

者への介護指導，介護者・本人に対する将来利用可

能な資源の教育，回想法や身体運動的介入などが紹

介されている 1)．Graff ら 2)は自宅へ訪問して対象者

の残存能力を発揮するための環境調整や介護者に対

する指導援助を行い，ADL自立度の改善と介護負担

の軽減が得られたとしている．Gitlin ら 3）は，家庭環

境スキル構築プログラム（Home Environmental Skill 

building Program: ESP）と称して認知症の人と家族介

護者に対して教育・問題解決技能・対応技術や環境

調整，直接的な ADL 訓練を実施して効果を示した．

その他，課題特異的な練習と集中練習によって新し

い行動を教示する課題指向型運動練習によるスキル

構 築 （ Skill-building through task-Oriented Motor 

practice; STOMP）4）や誤りなし学習 5）による ADLの

効果が示されているが，全て理論戦略であるため，

本邦における臨床現場での具体的，実践的な普及に

至っているとは言い難い．平成 28年度老人保健健康

増進等事業「認知症のリハビリテーションを推進す

るための調査研究」6）においては，軽中等度に対し

ての介入ポイントとして 1）困難な ADL/IADL の反

復練習，2）手かがりの活用による ADL/IADL能力の

代償，3）対人技能の習得，4）自身に対する認知機能

の弱みや強みを理解する働きかけ，に分類している．

中重度者については，1）できる生活行為の継続，2）

単一課題（部分的課題）の遂行と環境調整，3）家族

等介護者への関わり方の助言・指導，に整理してい

る． 

我々は，これらの先行研究を参考に介入戦略を①

残存している工程や認知機能の活用・代償，②反復
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技能練習，③物理的環境介入，④人的環境介入，➄家

族・介護者への支援教育の 5 つに分類した． 

本研究では，我々の介入戦略を具体的に整理し，

総括報告書における非ランダム化比較試験における

介入戦略の具体例を示す． 

 

B．介入戦略の整理 

1．残存している工程や認知機能の活用・代償 

認知機能が低下しても生活行為の全体が障害され

るのではなく，部分的に残存していることが多い．

例えば，調理では，献立を立てるのは苦手でも「食

材を洗う」や「食材を剥く，切る」などの食材の加工

は得意なことは多い 7）．しかしながら，在宅では「火

の扱いが怖い」などの理由によって調理を全て家族

が担う例も少なくない．このような得意な工程を部

分的に役割として継続していくことで，自立度の維

持だけでなく有能感を存続することも期待される．

残存する認知機能とは，手続き的記憶 が代表的であ

り，これまで培ってきた仕事や役割に関する動作や

操作は残存しやすい 8）．前述の「食材を剥く，切る」

は理解しやすい手続き的記憶である．このような残

存する工程や認知機能を把握し，活用・代償するこ

とは自立支援として重要なポイントとなる． 

 

2．反復技能練習 

反復練習は，リハビリテーションや動作学習の基

本的な介入方法である．しかし，本人の認知機能や

遂行能力（エラーの出現頻度など），それに対する努

力性を考慮した課題（行為や工程）でなければ学習

効果は上がらない．例えば，対象者が軽度認知症者

である場合には，新規で工程数も少なくない課題に

挑戦し，努力性やエラー数を考慮して課題設定する

こともある．成功体験の積み重ねが学習（習慣）と

して根付いていくことも多い．一方，中重度認知症

者においては，工程数が少なく，慣れた環境で習慣

性のある課題を設定することが望ましい．失敗体験

や努力を要する課題は，不能感や喪失感の助長を招

きかねない．特に，戸惑いが見られ始めた時期は重

要な介入時期であり，焦燥感や混乱を招かないよう

単純化，部分化などの工夫が必要となる．いずれに

しても対象者の重症度や課題の特徴に合わせて難易

度設定することが重要である． 

 

3．物理的環境介入 

 入院等によって居住環境が変わると新規学習

（慣れ）が難しく，不安や興奮など BPSD を誘発し

やすい 9）．住み慣れた環境で暮らし続けることが大

切であるが，認知機能障害に伴う生活障害に加え時

代の流れによる家電製品の使いづらさも報告されて

いる．従って，使い慣れた道具，家具，製品を使い続

けることが推奨されるが，ADLの間違いや戸惑いは

少しの工夫で改善することも多い．例えば，タンス

の引き出しや冷蔵庫の場所，洗濯機のボタン順序な

どの記憶障害などによる間違いや戸惑いは，ラベリ

ングや色を変えるなど手かがりで代償することで改

善することはある 10）．また，道具や物の大きさや位

置，方向を変えることだけで気づきやすさや使いや

すさを高める場合もある（例：時計の大きさ，ピル

ケースの場所）．また，音や光，壁の模様等の調整に

よって BPSD の軽減に寄与することもある．最近で

は，IoT 技術の発展により記憶補助支援機器などの

Assistive Technology の普及や高齢者向けの電化製品

（Everyday Technology）の開発も進んでおり，介入選

択の一つとなっている． 

 

4．人的環境介入 

家族も含め目標とする生活行為に新たに人の協力

を依頼する場合などである．例えば，訪問介護など

介護保険制度における人的支援サービスのほか隣人

や友人，民生委員などの地域の見守り支援，配食や

買い物支援サービスなどインフォーマルなものも含

めた人的な協力を依頼する場合である．介護者の介

護負担軽減は重要な課題であり，必要に応じて協力

を依頼する． 

 

5．家族・介護者への支援教育 

キーパーソンや導入している人的支援サービス担

当者に対して具体的な生活障害や残存能力の説明を

したうえで，介入目標に応じた支援方法の教示や協

力依頼を行う．本人の自立支援を促し，かつ家族の

介護負担軽減になる支援方法が望まれる．例えば，

洗濯機の操作やタンスにしまうことが苦手な場合は，

その工程は家族が支援し，洗濯物を干す，たたむと

いった得意な部分は継続してもらうなどである．そ

の他，家族の介護負担や心的負担に対して傾聴し，

支持的態度で接し，負担軽減の対策案を提案するこ

とも含まれる．  

 

C．介入研究の介入群における介入戦略 

  

1．介入戦略の整理 

本総括研究に示した生活行為工程分析に基づいた

リハビリテーション介入を実施した介入群を対象と

した．具体的には，地域に在住する 65歳以上の AD

及び軽度認知障害（MCI）高齢者 25名（女性 16名，

独居 5 名，平均年齢 76.2±9.1 歳，MMSE19.5±5.9，

PSMS4.0±1.7／6，PADA-D 総合得点 131.1±36.0／210）

であった．その結果，介入した生活行為は，「洗濯」

を目標とした者が 8 名，「移動・外出」7 名，「家事

（掃除など）」5名，「買い物」，「調理」，「服薬管理」，

「整容」4 名，「入浴」3 名の順で多かった．目標数

は合計 70 であり，1 事例に対し 2.8 目標であった．

戦略数は，合計 123であり，1事例あたり 4.92戦略，

1目標あたり 1.76つの戦略を用いていた． 

 介入戦略は，①残存している工程や認知機能の活

用・代償 45.8％，④人的環境介入 34.7％，②反復技
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能練習，物理的環境介入 30.5％，家族・介護者への

支援教育 29.2％の順であった（表 1）．しかし，多く

の場合これらを複合的に活用していた．手続き記憶

を活かして実行はするが，気づきや使用方法の簡素

化を図るなどの目的で物理的環境介入を行い，そし

て習慣化を図るため技能練習を行うなどであった． 

 

2．目標と介入戦略の例 

 表 2 に介入戦略の具体例を示す．目標や焦点化し

た生活行為の工程に対して，戦略的に介入を行って

いた． 

 

E．結論 

生活工程分析に基づいたリハビリテーション介入

の介入戦略は，残存している工程や認知機能の活用・

代償が最も多く，「できる」能力に注目し，手かがり

等を利用した代償的アプローチによって生活機能の

維持・改善に寄与したと考えられる．しかし，単一

の戦略ではなく，目的に応じて環境調整や反復練習

等を含めて複合的な視点で介入することが重要であ

る． 
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表 1．生活行為工程分析に基づいたリハビリテーション介入の介入戦略  
介入戦略 ％ 

1 残存している工程や認知機能の活用・代償 45.8 

2 反復技能練習 30.5 

3 物理的環境介入 30.5 

4 人的環境介入 34.7 

5 家族・介護者への支援教育 29.2 

6 その他 5 

介入群 25名, 合計目標数 70，合計戦略数 123 

 

 

表 2．目標と介入，介入戦略の例 

買い物 

1 目標：支払いやおつりの金額を確認できる 

介入：牛乳やたまご等生活に必要なものを買う際に提示額や換算，残額の確認 

の練習を行う． 

戦略：①残存している工程や認知機能の活用・代償，②反復技能練習 

2 目標：必要な額の硬貨を出すことができる 

介入：買物に同行し財布をレジ前で渡し，購入する機会を重ねる 

戦略：②反復技能練習 

3 目標：おつりの額を確認できる 

介入：家族と買い物の時，少ない金額（千円以下）の買い物の時には本人に通所

介護で練習したがま口様の財布で支払いを行う機会を作った 

戦略： ➄家族・介護者への支援教育 

 

 

整容 

1 目標：ヒゲの剃り残しがなくなる（確認作業が生まれる） 

介入：通所介護で剃り残しの特徴について教示と気づきを促し，練習を行った後，

自宅で鏡を前に剃る練習を家族協力のもと実施する．自主性のため洗面台周

辺を整理し髭剃りのみ目立つように置く． 

戦略：②反復技能練習，③物理的環境介入，➄家族・介護者への支援教育 

2 目標：毎朝と入浴後髪の毛を櫛ですくことができる 

介入：入浴後には必ず鏡を見せる習慣をつける．洗面台の横に櫛を予め準備し， 

自ら行為を行うよう促す 

戦略：①残存している工程や認知機能の活用・代償，②反復技能練習， 

③物理的環境介入 

 

 

電話 

1 目標：電話の内容を覚えていないので対応ができるようになりたい 

介入：電話の隣にホワイトボードを設置．すぐに用件を書くように指導．家族の

モニター協力も依頼する 

戦略：①残存している工程や認知機能の活用・代償，③物理的環境介入，➄家族・

介護者への支援教育 

2 目標：娘に用事がある際に電話をかけ，確認する 

介入：電話のかけ方を３工程に分け，紙にイラスト付きで記載して説明する 

戦略：①残存している工程や認知機能の活用・代償，②反復技能練習， 

③物理的環境介入 
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調理 

1 目標：食材に火を通すことができる 

介入：通所介護内で調理練習の際に毎回火をつける，火を通す（煮る，炒める），

火の管理を行う 

戦略：①残存している工程や認知機能の活用・代償，②反復技能練習 

2 目標：調理の一部を継続して行う 

介入：味噌汁と炊飯の調理を役割として継続する．ヘルパーと一緒に１品おかず

を作る 

戦略：①残存している工程や認知機能の活用・代償，④人的環境介入 
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分担研究報告書 

 

高齢者の認知機能と生活活動および生活行為能力に関する文献レビュー 

 

研究分担者 牧迫飛雄馬 

鹿児島大学学術研究院医歯学域 教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 認知症の判断には，日常生活における行動

や行為の遂行の自立度が非常に重要な情報と

な る ． ま た ， 軽 度認 知 障 害 （ mild cognitive 

impairment：MCI）を有する高齢者においては，

必ずしも日常生活での活動能力や生活行為に支障が

生じるとは限らないが 1，請求書の支払や金銭管理，

内服薬の管理，家事や公共交通機関の利用といった

手段的な日常生活活動動作（activity of daily living：

ADL）で遂行が困難となることが懸念される． 

 IADLでは，基本的な ADLに比べて，より高次な

認知機能が求められるため，MCI高齢者およびMCI

のリスクを有する高齢者においては，認知機能の状

態が IADL 能力に影響するとされている 2．一方で，

IADLの遂行においては，認知機能以外の要因も影響

することが推察され，MCI高齢者および MCIのリス

クを有する高齢者の IADL 能力を維持・改善するた

めには，これらの多様な要因を考慮した対策が必要

となる． 

本研究では，MCIを有する高齢者および MCIの

ハイリスク高齢者を想定して，IADLに影響を及ぼす

認知機能以外の要因についての文献レビューを

探索的に行い，高齢期における IADL 能力の維持・

向上のための対策を講じるうえでの視点を提

示することを目的とした．  

 

Ｂ．研究方法  

１）MCI および MCI のリスクを有する地域在

住高齢者を対象として，IADL 能力に関連する

要因について，認知機能以外の側面から検証

している先行研究を探索的に調べた．  

 

２）先行研究で報告されている MCI および

MCI のリスクを有する地域在住高齢者におけ

る IADL 能力と関連する認知機能以外の要因

を抽出し，カテゴリ化した．  

 

Ｃ．研究結果 

１）MCI および MCI のリスクを有する地域在

住高齢者を対象とした先行研究のうち，認知機

能以外の要因と IADL 能力の関連を報告していた

14 件の文献が選定され，13 の潜在的な関連要因を

抽出した． 

 

２）抽出された 13の認知機能以外で IADL 能力と

関連する要因について，その類似性からカテゴリ

化し，「運動機能に関する要因」，「身体構造・機能に

関する要因」，「精神・心理的な要因」，「社会的要因」，

「個人要因」の 5つに分類した（図 1）． 

 

Ｄ．考察 

本研究では，MCIを有する高齢者および MCIのハ

イリスク高齢者を想定して，IADLに影響を及ぼす認

知機能以外の要因についての文献レビューを探索的

に行い，IADLに影響を及ぼす要因には認知機能以外

にも様々な要因が抽出され，「運動機能に関する要

因」，「身体構造・機能に関する要因」，「精神・心理的

な要因」，「社会的要因」，「個人要因」の 5 つに分類

する結果を示した． 

MCI 高齢者における IADL 動作に関しては，家庭内

での家事動作は概ね自立しており，セルフケア動作

が障害されることは少ない．一方で，電話や家電，

家財などの道具を必要とする高次な IADL では遂行

が困難となる報告が多く，複雑な認知能力が要求さ

研究要旨  

MCI高齢者およびMCIのリスクを有する高齢者においては、認知機能の状態が IADL能力に影響する。

本研究では、高齢期における IADL能力の維持・向上のための対策を講じるうえでの視点を提示すること

を目的に、軽度認知障害（mild cognitive impairment: MCI）を有する高齢者およびMCIのハイリスク

高齢者を想定して、IADLに影響を及ぼす認知機能以外の要因についての文献レビューを探索的に行った。

IADL に影響を及ぼす認知機能以外の要因として、13 の潜在的な関連要因を抽出された。抽出された 13

の認知機能以外で IADL能力と関連する要因について、その類似性から「運動機能に関する要因」、「身体

構造・機能に関する要因」、「精神・心理的な要因」、「社会的要因」、「個人要因」といった側面に含まれる

潜在的な要因が抽出された。 
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れる行為では困難さが生じ得る．これらの IADL

作そのものに対してのトレーニングを通じて，遂

行能力を高めることも必要であるが，IADL動作の低

下を抑制するために，IADLに影響を及ぼす要因を推

定し，それらの要因への対策を講じることも必要と

なる． 

本研究で分類した「運動機能に関する要因」，「身

体構造・機能に関する要因」，「精神・心理的な要因」，

「社会的要因」，「個人要因」の 5つのカテゴリには，

それぞれ「運動機能に関する要因」には，バランス

能力，歩行機能，「身体構造・機能に関する要因」に

は視力・聴力障害，フレイル，脳体積減少，「精神・

心理的な要因」にはうつ，意欲・活気の低下，睡眠障

害，「社会的要因」には社会交流の減少，生活空間の

狭小，「個人要因」には年齢，教育歴，慢性疾患の併

存が挙げられた．これらの要因には，年齢や教育歴

などの高齢期に以降においては不可変な要因も含ま

れるが，可変可能な要因や予防によるリスクの軽減

を図ることが可能な要因も少なくない．MCI を有す

る高齢者および MCI のハイリスク高齢者における

IADL動作のトレーニングに加えて，本研究で示唆さ

れた可変要因に対する改善策やMCIのリスクを生じ

る以前からこれらの要因の低下に対する予防策を講

じることは，IADL能力の維持に寄与すると考えられ

る． 

 

Ｅ．結論 

 MCI を有する高齢者および MCI のハイリス

ク高齢者を想定して，IADL に影響を及ぼす認

知機能以外の要因についての文献レビューを

探索的に行い，高齢期における IADL 能力の維

持・向上のための対策を講じるうえでの視点

を提示した．IADL に影響を及ぼす認知機能以

外の要因には，「運動機能に関する要因」，「身

体構造・機能に関する要因」，「精神・心理的な

要因」，「社会的要因」，「個人要因」といった側

面に含まれる潜在的な要因が抽出され，MCI

高齢者における IADL 能力の維持・向上を図る

うえでは，認知機能以外の支援や介入が可能

な可変要因については，積極的な評価や対策

を講じる必要がある．  

 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

 なし 

 

２．学会発表 

 なし 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

 なし 
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令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 （長寿科学政策研究事業） 

アルツハイマー病患者に対する生活行為工程分析に基づいたリハビリテーション介入の標準化に関する研究

分担研究報告書 

 

認知症初期集中支援チーム対象者における介護負担感改善要因の検討 

 

分担研究者 山口智晴 

群馬医療福祉大学 リハビリテーション学部 教授 

 

研究要旨： 

目的：認知症の人の穏やかな在宅生活の継続に向け、介護家族の介護負担感の改善がどの因子と関連する

か、認知症初期集中支援チームの対象者で検討する。 

方法：A 市認知症初期集中支援チームの過去２年間の支援対象者のうち、情報が得られた 24 名に対し、介

入前後で短縮版 Zarit介護負担尺度日本語版(J-ZBI_8)が改善した群と悪化した群に分け、基本属性や終了

時主効果、各スケールとの関連性を検討した。 

結果：J-ZBI_8 改善群と悪化群において基本属性や主効果、支援期間等には明らかな差は認めなかったが、

悪化群は支援期間が長く訪問回数が多い傾向にあった。改善群は悪化群に対し、明らかな Dementia 

Behavior Disturbance Scale（DBD）短縮版（DBD-13）の改善を認めたが、地域包括ケアシステムにおける

認知症アセスメント DASC-21では統計学的有意差は認めなかった。また、介入前後における J-ZBI_8 と

DBD-13の点数変化には関連性を認めた。 

まとめ：認知症初期集中支援チームの介入で介護負担の軽減につながったケースは、精神症状や行動症状の

軽減が大きく影響している傾向を認めた。 

 

A．研究目的 

わが国における認知症施策の方針は，令和元年 6

月に創設された認知症施策推進大綱の基本的考え方

にある通り「認知症の発症を遅らせ認知症になって

も希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し認

知症の人や家族の視点を重視しながら「共生」と「予

防」を車の両輪として施策を推進する」ことにある．

これは「認知症の人が認知症とともによりよく生き

ていくことができるような環境整備が必要」という

ことを基本的考えとした認知症施策推進総合戦略

（新オレンジプラン）から一貫しており，今後認知

症高齢者数が増加する我が国において重要な視点で

ある．「認知症になっても希望をもって日常生活を過

ごす」ことの実現には，認知症による認知機能障害

を基盤とした生活障害に対し，本人の残存機能を最

大限に活かすためのリハビリテーションが重要にな

る．この点は，本研究事業で作成した「認知症の人

の生活行為向上に資するリハビリテーションの手引

き」（平成 31 年～令和 2 年度厚生労働科学研究費補

助金「アルツハイマー病患者に対する生活行為工程

分析に基づいたリハビリテーション介入の標準化に

関する研究」代表：田平隆行）にまとめられた通り

である． 

一方で，筆者も当分担研究者として，実際の地域

生活の場でデータ収集や支援を行う中で，穏やかな

在宅生活の継続には同居家族や近隣住人の理解が重

要な要素であることを改めて痛感した．介護者に対

する多面的な介入が，施設入所を遅らせ BPDS を軽

減する１）ことからも，穏やかな在宅生活の継続には

周囲の介護者における負担軽減も現実的には重要な

ファクターになりえる． 

そこで，A 市認知症初期集中支援チームの支援実

績から，家族介護者等の介護負担感の変化が，対象

者の基本属性や重症度，生活障害，精神症状等の要

因のうちどの項目と関連するかを予備的に検討した． 
 

B．研究方法 

2019－2020 年度に A 市の認知症初期集中支援チ

ームに依頼された対象者のうち，支援が終結し地域

包括ケアシステムにおける認知症アセスメント（The 

Dementia Assessment Sheet for Community-based 

Integrated Care System-21 items；DASC-21)と短縮版

Zarit 介護負担尺度日本語版（the short version of the 

Japanese version of the Zarit Caregiver Burden Interview；

J-ZBI_8），Dementia Behavior Disturbance Scale（DBD）

短縮版（DBD-13）の 3 スケールについて 2021 年 3

月末時点で介入前後の情報が得られた 25 名のうち，

介入前後で J-ZBI_8 が改善した 14名（改善群）と悪

化した 10 名（悪化群）の計 24 名を対象者とし，J-

ZBI_8 が変化しなかった 1 名は除外した． 

改善群と悪化群の 2 群間において，年齢，性別，

世帯構成，認知症高齢者の日常生活自立度，主効果

（医療・介護へのつながり），訪問回数や支援期間，

DASC-21 と DBD-13 の各指標における差について，

後ろ向きに調査した．なお世帯構成は「独居，夫婦

のみ，その他」の 3 区分，終了時主効果は医療サー

ビスと介護サービスのそれぞれにおいて「新たにつ

ながった，既につながっていた，つながらなかった，
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不要であった」の 4区分とした． 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では個人情報を消去し，すべて記号・数値

に置き換え，個人が特定されない形で処理をおこな

う配慮をした．また，所属機関での研究倫理審査会

での承認を得た（群馬医療福祉大学，20A－06）． 

 

C．研究結果 

１．基本属性や支援結果による違い 

認知症初期集中支援チーム介入前後の J-ZBI_8 改

善群（n=14）と悪化群（n=10）の 2 群間において，

年齢と性別，世帯構成，認知症高齢者の日常生活自

立度の項目では明らかな違いを認めなかった（表 1）．

また支援依頼から支援終了までの期間は，改善群で

は 133.9±54.2(mean±SD)日であるのに対し，悪化群で

は 183.7±70.5 日と長く，終了までの訪問回数も改善

群の 3.4±1.7 回に対し，悪化群は 3.8±2.1 回と多い傾

向にあったが，統計学的有意差は認めなかった． 

 

２．各評価スケールにおける違い 

J-ZBI_8 の改善群は悪化群に対し，明らかな DBD-

13 の改善を認めた（t-test, p=0.003）．しかし，DASC-

21 においては，悪化群において DASC-21 の悪化傾

向は認めるものの，統計学的有意差は認めなかった

（t-test, p=0.297）．また，改善群の J-ZBI_8 は悪化群

に比べて優位に点数が高かったにもかかわらず，介

入終了時は優位に低下していた． 

介入前後における J-ZBI_8とDASC-21の各点数変

化については関連性が低かったが（Pearson, r=0.220），

J-ZBI_8 と DBD-13の点数変化においては，関連性を

認めた（Pearson, r=0.712）（表 2）． 

 

E．結論 

認知症初期集中支援チーム対象者において，介入

支援で介護負担感が軽減するケースは，精神症状や

行動症状の軽減が大きく影響している傾向を認めた．

一方で，支援期間の長さや訪問回数，重症度，終了

時主効果などには明らかな差異は認めなかった．そ

のため，生活障害への支援と並行して，行動心理症

状に対するアプローチの併用も，穏やかな在宅生活

の継続には重要であろう．今後対象者数を増やして

解析する． 

 
【文献】 

1）認知症疾患診療ガイドライン作成委員会(編)：認
知症の非薬物療法はどのような症状に効果があるの
か．認知症疾患診療ガイドライン 2017，医学書院，
東京，pp 69-70，2017 

 

F．健康危険情報 

なし 

 

G．研究発表 

１．論文発表 

１）村山明彦, 山口智晴．【認知症ケアのプラットフ

ォーム】バリデーションとユマニチュード．総合リ

ハビリテーション 48(10): 933-938, 2020. 

２）村山明彦，山口智晴．骨粗鬆症を呈する認知症

者の転倒・骨折 公表された既存データの二次分析

より. 理学療法群馬 (31): 13-16, 2020. 

３）山口智晴．在宅での認知症悪化とニーズの対応

方法・連携，在宅での困りごと・ニーズの対応方法・

連携．認知症対応力アップマニュアル（内田陽子

編）. 照林社, 東京, p133-144, 2020. 

 

２．学会発表 

１）村山明彦, 山口智晴．地域在住高齢者の主体的な

フレイル予防活動を支援するための教材（実践編

DVD）の紹介．第 7 回日本予防理学療法学会学術

大会，WEB，9月 20-26日，2020 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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表 1 J-ZBI_8 改善群と悪化群における各指標の差異 

 
性別、世帯、自立度、主効果は χ二乗検定・Fisherの正確性確率検定、それ以外は t-test、*p<0.05, **p<0.01 

世帯構成は「独居、夫婦のみ、その他」の 3区分、終了時主効果は医療・介護サービス共に「新たにつながった、既に

つながっていた、つながらなかった、不要であった」の 4区分 

 

 

表２ 介入前後での各スケール点数変化と相関係数 

 
Pearson積率相関係数、*p<0.05, **p<0.01 

 

 

 

 改善群(n=14) 悪化群(n=10) 有意確率 

年齢(歳) 81.0±7.1 79.9±9.9 0.532 

性別(男/女) 6/4 7/7 0.697 

世帯(独居/夫婦/その他) 4/3/3 2/3/9 0.330 

自立度(Ⅰ/Ⅱa/Ⅱb/Ⅲa） 1/5/7/1 1/4/3/2 0.702 

主効果：医療サービス 

(新たに/既に/つながらず/不要) 
3/5/1/1 3/7/0/0 0.339 

主効果：介護サービス 

(新たに/既に/つながらず/不要) 
6/1/3/4 5/3/1/1 0.345 

初回訪問までの期間(日) 16.7±13.9 15.6±14.1 0.936 

終了までの訪問数(回) 3.4±1.7 3.8±2.1 0.578 

終了までの期間(日) 133.9±54.2 183.7±70.5 0.063 

介入前 DBD-13 21.0±6.3 22.6±8.3 0.598 

介入後 DBD-13 18.4±7.8 27.9±7.7 0.007** 

DBD-13 の点数変化 -2.6±5.1 5.3±6.6 0.003** 

介入前 DASC-21 43.0±9.0 45.8±10.3 0.488 

介入後 DASC-21 44.1±12.0 50.1±6.1 0.160 

DASCC-21 の点数変化 1.1±6.1 4.3±8.8 0.297 

介入前 J-ZBI_8 18.6±5.1 12.6±6.8 0.020* 

介入後 J-ZBI_8 11.9±5.2 18.3±6.7 0.014* 

J-ZBI_8 の点数変化 -6.8±3.7 5.7±2.5 〈0.001** 

性別、世帯、自立度、主効果はχ二乗検定、それ以外は t-test、*p<0.05, **p<0.01 

世帯構成は「独居、夫婦のみ、その他」の 3 区分、終了時主効果は医療・介護サービス共に「新た

につながった、既につながっていた、つながらなかった、不要であった」の 4 区分 

 DASC-21 DBD-13 

J-ZBI_8 0.220 0.712** 
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研究要旨  

 本研究では，認知症者の目標設定について，既存の知見を整理する目的でスコーピングレビ

ューを実施した．データベース検索の結果，全 1021 編を得た．重複論文の除外と，タイトル・

本文の読み込みを行い，最終的に適格基準に合致した研究 33 編を読み込み対象として採用し

た．目標設定に介入も含まれている報告が 22 編（60.6%）で，そのうちランダム化比較試験が

10 編だった．介入に用いられていた目標設定を含むフレームワークとしては Cognitive 

Rehabilitation が最も多く，目標設定のツールとしてカナダ作業遂行測定， Goal-Attainment 

Scaling，Bangor Goal-Setting Interview があった．いずれも認知症者の生活における意味のある

活動に焦点をあてた目標設定が行われていた．目標設定に関するフレームワークやツール等の

開発は進んでいるようだが，重度認知症者に対応したものは少なかった．今後，重度認知症者

を対象とした研究が望まれる．  

 

 

 

Ａ．研究目的 

1)研究背景（文献レビュー）  

厚生労働省から平成 30 年に発表された「認

知症の人の日常生活・社会生活における意思

決定支援ガイドライン」1)によれば，認知症者

本人の意思決定能力への配慮として，「認知症

の症状にかかわらず，本人には意思があり，意

思決定能力を有するということを前提にして，

意思決定支援をする」，「本人のその時々の意

思決定能力の状況に応じて支援する」と述べ

られている 1)．また，「意思決定能力は，認知

症の状態だけではなく，社会心理的・環境的・

医学身体的・精神的・神経学的状態によって変

化するので，より認知症の人が決めることが

できるように，残存能力への配慮が必要にな

る」との記載もあり 1)，認知症者本人を意思決

定に巻き込むことの重要性の他に，残存能力

等の評価を加味することの必要性が示唆され

ている．  

しかし，認知障害やコミュニケーション障害

は，ニーズを明確にしたり，目標設定に関与し

たりする上での個人的な障壁として認識され

ており，より重度の認知症者は，日常生活に関

わる臨床上の意思決定から除外される傾向に

ある．リハビリテーションでの目標設定のツ

ールとして用いられることの多いカナダ作業

遂行測定（以下，COPM） 2)や Goal attainment 

scaling（以下，GAS）3)は，潜在的なリハビリ

テーション目標の特定と言語化を支援するた

めの戦略は明記されておらず，ほとんどが言

語的コミュニケーションに依存しているため，

中等度から重度の認知症者に適用することは

困難であると言われている 4)．  

 

2)研究目的  

本研究では，認知症者に対する目標設定の知

見を整理し（マッピング），また未解明点（リ

サーチギャップ）を明らかにする目的で，スコ

ーピングレビュー（Scoping review：ScR）5)を

行うこととした．  
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Ｂ．研究方法  

1)研究デザイン  

本研究では，文献や情報を網羅的に検索し，既

存の知見を要約し，研究ギャップを特定する

手法である ScR を採用した．ScR では，研究

疑問を作成するための枠組みとして Patient

（患者）, Concept（概念）, Context（文脈）を

設定する 5)．本研究における研究疑問のため

のフレームワークを表 1 に示す．  

 

表 1 スコーピングレビューの枠組み  

Participant  認知症者  

Concept  認知症者，リハビリテーション，

（個別的）目標設定，   

Context  国内外の研究，領域を問わない  

 

2)データ収集・研究選択  

データベース検索は， PubMed, MEDLINE, 

ProQuest, CINAHL, Web of Science, Scopus を

使用した．設定した検索フレームワークを網

羅的に抽出できる検索式を作成し（表 2），各

データベースで検索を行った（最終検索日：

2020 年 10 月 26 日）．データ収集は 2 名以上

の研究者が独立して行った．それぞれのデー

タベースから収集された結果をエクセルファ

イルにて統合し，重複して検索された研究を

除外した後に，本文を精読して事前に設定し

た検索フレームワークに該当する論文を本研

究における適格論文とした．  

 

3)データ抽出  

認知症あるいは MCI を対象とするリハビリ

テーションにおける目標設定の実践状況につ

いて統合，要約することを目的に，各研究の発

刊年や実施地域などの文献情報に加え，対象

者の診断名や重症度，目標設定を行うために

使用されたツールや，目標設定がプロセスに

含まれた介入パッケージを抽出，比較した．  

 

Ｃ．研究結果 

1)研究選択（図 1） 

図 1 に検索過程の概略であるフローチャートを示

す．データベース検索の結果，全 1021 編を得た．重

複論文の除外と，タイトル・本文の読み込みを行い，

最終的に適格基準に合致した研究 33 編を読み込み

対象として採用した． 

 

 

2)研究デザイン 

研究デザインは無作為化比較試験（Randomized 

controlled trial; RCT）が 10 編と最多となったが 6-15)，

10 編中 4 編が Clare らの研究チームによる認知リハ

ビリテーション（Cognitive rehabilitation: CR）を用い

た報告であり 6,7,10,14)，それらの Pilot study10)も含まれ

 

表 2 検索式（Pubmed） 

＃1  (dement*[tw]) OR (alzheimer*[tw]) OR ("lewy bod*"[tw]) OR (exp dementia/) 

＃2  goal*[tw] OR "goal setting"[tw] OR "goal-setting"[tw] OR "goal-oriented"[tw] 

＃3  (rehabilitation[tw] OR "occupational therap*"[tw] OR "physical therap*"[tw] OR phisio*[tw]) 

＃4  #1 AND #2 AND #3 

 

 
図 1. 論文選別のフローチャート 
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ていた．全 33 編の適合論文の中で介入が含まれて

いる事例報告（Case study/Case series）が 5 編 16-20)，

準実験的研究（Quasi-experimental study）が 5 編 21-

25)，混合研究法（Mixed method）が 2 編 26,27)，無作

為化比較試験（RCT）は 10 編の，合計 22 編（66.7%）

だった 6-15)．他には，Systematic review が 2 編 28,29)，

観察研究（Observational study）が 3 編 30-32)，質的研

究（Qualitative study）が 3 編 33-35)，介入パッケージ

の紹介やコラムなどの Gray literature が 3 編 36-38)含

まれていた． 

 

3) 認知症の種類  

今回，複数の診断名を対象とした研究の場合は，重

複して集計した．認知症の診断名のうち，最も多か

ったものはアルツハイマー型認知症（Alzheimer's 

Disease; AD）であり 14 編 6-8,12-14,17,22,29,31,34,35,37,38)あっ

た．次いで，軽度認知障害（MCI）が9編 8,11,12,16,18,25,28,32, 

34,35)，血管性認知症（Vascular Dementia; VaD）が 5 編
6,7,19,31,35)，認知症を伴うパーキンソン病（Parkinson's 

Disease with Dementia; PDD）が 3 編 10,16,27), レビー小

体型認知症（Dementia with Lewy Bodies; DLB）が 2

編 10,27)だった．また，認知症者本人だけでなく，家

族や介護者なども同時に研究対象に含まれていた

報告が 20 編 6,7,9-11,13-17,19,23-27,31,33-35)あった． 

 

4)重症度 

対象論文の多くが対象者の包含基準や初回評価に

Mini-Mental State Examination（MMSE）を使用してい

た．本研究では，重症度の分類として MMSE の得点

が 24 点以上を MCI，20~23 点を軽度認知症，10~19

点を中等度認知症，4~9 点以下を重度認知症，3 点以

下を最重度認知症とする Perneczky らの基準を採用

した 39)．なお，1 つの論文の中で複数の重症度の対

象者が含まれていた場合，重複して集計を行った．

軽度を対象として含んだ報告が 23 編（69.7%）と最

も多く 6-8,10-15,17,19,20,22-24,26-28,30-34)，次いで中等度が 11

編（33.3%）8,10,12,13,17, 20,23,27,30,32,33)，MCI が 12 編
8,11,12,16,18,20,22,25,32-35)（36.3%），重度が 2 編（6.0%）20,32)，

最重度が 2 編（6.0%）20,32)だった．本研究の適合論

文においては，重度〜最重度認知症者を対象と報告

が少なく，重度認知症者を対象とした論文は，目標

設定評価ツールのカットオフ値の検証論文 32)や，軽 

症例も含めた事例集積報告のみ 20)であり，重症例に

特化した方法論は見られなかった． 

表 3 目標設定に使用されたフレームワークやツール 

  フレームワーク名(順不同) 数(編)   

 Cognitive rehabilitation (CR) 10  

 MAXCOG 2  

 Tailored Activity Program involving veterans with dementia (TAP-VA) 2  

 Model Of Human Occupation model (MOHO) 1  

 Goal Management Training (GMT) 1  

 Skill-building through Task-Oriented Motor Practice (STOMP) 1  

 COTiD program 1  

 Bandura’s Self-Efficacy for caring model 1  

 MINDVital 1  

 Person-Environment-Occupation Model (PEO) 1  

 ICF-oriented framework 1  

  なし 9   
  31  

    

  ツール名(順不同) 数(編)   
 Canadian Occupational Performance Measure (COPM) 9  

 Goal attainment scaling (GAS) 6  

 Bangor Goal-Setting Interview (BGSI) 6  

 GMT-Questionnaire 1  

 ICF-oriented questionnaire 1  

 Everyday Memory Questionnaire (EMQ) 1  

 Aid for Decision-making in Occupation Choice (ADOC) 1  

 It's Never 2 Late (iN2L) 1  

 面接 4  

  なし 4   
  34  
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5) 目標設定に使用されていたツール等 

表 5 に介入に用いられていたフレームワークとツ

ールに示す．介入に用いられていた目標設定を含む

フレームワークとして，Cognitive Rehabilitation（認

知リハ）が最も多く 6,7,10,12,14,17,18,25,27,35)，その他
Tailored Activity Program involving veterans with 

dementia（TAP-VA）9,29)，Most significant change' and 

the maximising cognition （MAXCOG） 11,34)，Goal 

Management Training （GMT）16)などが挙げられた．

目標設定のツールとしては，COPM8,11,12, 14,18,19,20,24,25)

が最も多く，ついで GAS15,20,24,26,28,31)，Bangor Goal-

Setting Interview （BGSI）6,7,10,17,22,27)があった．今回

は介入を含むフレームワークとして認知リハ，目標

設定のツールとして GAS と BGSI を詳しく解説す

る． 

 

Cognitive Rehabilitation（認知リハビリテーション） 

認知リハとは，認知機能の訓練や改善を目的とし

たものではなく、より個別に焦点を当て，個別に設

定された目標指向型のアプローチである 10)．後述す

る BGSI によって，半構成的面接を実施しながら，

対象者にとって意味のある目標を設定し，代償的手

段（リマインダー，カレンダー，アラームなど），お

よび/または回復的介入（感覚反復学習など）や，認

知戦略トレーニングも用いながら，目標に関連する

生活機能実現に向けた介入を行う 10)．具体例を表 4

に示す． 

Clare ら 6)は，軽度から中等度の認知症者に対して，

個別的な目標指向型認知リハを実施した群と，通常

のケア群をランダム化比較試験（GREAT trial）で比

較検証した結果，前者において，プライマリアウト

カムである個別的な目標の達成度は有意な向上が

見られた．しかしながら，自己効力感，不安，記憶，

QOL といったセカンダリアウトカムのいずれにお

いても改善は認められなかった． 

 

 

Goal Attainment Scaling（GAS） 

 目標設定では，長期目標と短期目標と記載するこ

とが一般的かと思われるが，GAS では，介入後に到

達すると予測される目標を5段階で作成する（表5）．

現実的に到達可能な結果を（0）として，それより少

し高いレベルを（+1），最も高いレベルを（+2），予

測より低いレベルを（−1），最も低いレベルを（−2）

とする（現時点の状態を[−1]，もしくは[-3]とするこ

ともある)．GAS の本来の使用方法は，公式を用いて

スコアを算出するが，臨床で簡便にフォローアップ

を行うために，5 段階評定のまま使用することもあ

る．  

 

Bangor Goal-Setting Interview (BGSI)40) 

 BGSI は認知リハで用いられている目標設定のた

めのツールであり，下記に示す通り，全部で 4 つの

ステップに分かれている．  

 

Step 1) 取り組む領域を特定する 

 これは初期評価も含まれるが，記憶，視空間，認

知，言語の機能などを評価し，個人の興味関心があ

る実際的な問題を特定する．例として，健康，食事，

身体的活動，認知的活動，社会的活動が挙げられて

いるが，重要なのは，改善可能で，本人にとって重

要で意味がある活動を選択することである． 

 

Step 2) SMART な目標を設定する 

 目標は，対象者の能力の範囲内で，達成可能ある

必要がある．そのため，対象者の能力と活動遂行に

必要な事項の両方を理解し，不一致がある部分への

対処やサポートを決める．目標を現実的なものにす

るために，SMART にてチェックを行う：Specific（具

体的に）、Measurable（測定可能な）、Attainable（達成

可能な）、Relevant/Reasonable（妥当な/不合理的な）、

Time-bound（期限がある）．そして，目標達成を，現

時点を 0%として，25%，50%，75%，100%の 5 つに

段階づけて表記する（この辺は GAS に類似する）． 

表 4. 認知リハビリテーションの具体例（文献 10 より著者翻訳） 

目標 介入戦略 

iPad を使って Email を送れる

ようになる 

代償的：手順ごとの説明が記載されたキューカードを使う．iPad のスタイラスペン

を使う（指より簡単）．介護者やセラピストと一緒に練習する．回復的：活動ベース

の学習：iPad とキューカードを可視化して使用を促す．フローチャートを使用し

て，活動を細分化する． 

財布，鍵，補聴器，老眼鏡を

見つけることができる 

代償的：それらの物を置く場所を決める．それらの物を置く可能性がある他の場

所にはプロンプトカードを配置して，それらを適切な場所に置くことを促す．物の

認識を促すためにカラーを利用する：色付けされたメガネひも，財布の色付き飾

り． 

食事の際に，ただ食べること

に集中するだけでなく，会話

に興味を持っているように見

るように社交的になる 

代償的：聴力検査と新しい補聴器．会話で使用可能な情報を記録するためのノ

ート．回復的：他の人への認識のアウェアネスを高める．食事の代わりに積極的に

話を聞く，ナイフやフォークを置いてアイコンタクトをとる，会話する． 
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Step 3) 現在の目標達成度と，変化に対する動機や重

要度を評定する 

 3 つの指標を 10 段階で評定する．1)目標達成度

（1：出来ないあるいは上手にできない，10：出来る

あるいは上手にできる），2)変化に対する動機（1：

取り組みたいと思えない，10：取り組みたいと思っ

ている），3)目標の重要度（1：全く重要ではない，

10：かなり重要である）．評定した後，1)目標達成度

が高い場合，2)準備状態および 3)重要度が低い場合

は，目標の内容を再検討するか，他の目標を検討す

る．理想的には，達成度が 6 以下，動機や重要度が

4 以上とされている． 

 

Step 4) 目標達成の再評価 

 介入後に，ステップ 2 で評定した 0-100%の 5 段

階の目標達成度に関して，活動状況がどのレベルに

あるかを評定する． 

 

Ｄ．考察 

 今回の ScR において，対象論文は 33 編で，その

うち目標設定に関するフレームワークや．介入も含

まれている報告が 22 編（66.7%）であった．介入に

用いられていた目標設定を含むフレームワークと

して，認知リハが最も多かった．また目標設定のツ

ールでは，COPM 最も多く，ついで GAS，BGSI が

挙げられた．これらは，いずれも対象者中心の，オ

ーダーメイドな目標設定が推奨されている． 

 認知リハの第一人者である Clare41)は，「リハビリテ

ーションの哲学は純粋にパーソンセンタードであ

り，それは良質な認知症ケアの基本となる重要な価

値を反映している．リハビリテーションは，対象者

にとって重要な目標を達成するために様々な人た

ちで取り組む．それは画一的なアプローチではなく

個別的な計画に基づいており，個人の経験，価値観，

動機，強み，およびニーズが尊重される」と述べて

いる．この定義に基づくならば，認知症者へのリハ

では，個別的な目標設定および目標達成に向けたプ

ランの立案が重要になる．  

また van Weertら 42)のシステマティックレビューに

よれば，高齢者へ意思決定支援ツールの活用は SDM

を促進すると述べられており，具体的にはケアやリ

スクに関する知識の向上，意思決定に伴う葛藤の軽

減，意思決定への参加の向上などが期待できること

から 42)，認知症者への目標設定においても，多くの

意思決定支援ツールが利用されていたと推察され

る．しかし今回の結果からも，重度認知症者を対象

とした研究は少なく，用いられていたツールも言語

を介するものが多かったため，重度認知症者を対象

とした研究が望まれる． 

  

Ｅ．結論 

 認知症者の目標設定では，対象者中心かつ個別的

な目標設定が行われており，その中で，実践的なフ 

レームワークやツールなどの開発も進んでいた．し

かしいずれも軽度〜中等度の認知症者を対象とし

たものであり，今後は重度認知症の目標設定に関す

る研究が求められる． 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 
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and determining factors of the Canadian 

Occupational Performance Measure in the real-

world setting: A retrospective cross-sectional 

study in Japan. British Journal of Occupational 

Therapy, 2020 (in press). 

3) Strubbia C, Tomori K, et al. Use of technology in 

supporting goal setting in rehabilitation for adults: 

a scoping review. Bmj Open 10, e041730, 2020. 

4) Tokuda K, Tomori K, Tabira T, et al. Self-selection 

of interesting occupation facilitates cognitive 

response to the task: an Event-related potential 

study. Frontiers Human Neuroscience. 2020. 

5) 友利幸之介. 目標設定 up-to-date. 臨床作業

療法 NOVA 17(2): 9-16, 2020. 

6) 石川哲也，友利幸之介 他. 入院患者に対して

作業選択意思決定支援ソフト  (Aid for 

Decision-making in Occupation Choice)を用い

表 5. Goal Attainment Scaling (GAS)での目標作成例 

段階  例：洗濯ができるようになる 

   

+2 予測よりかなり高い A さんは自宅で洗濯機を適切に使い，洗濯物を干し，取り込んでたたむことがで

きる 

+1 予想より高い A さんは自宅で洗濯機に洗剤を適量入れてスタートボタンを押すことができる 

0 予測されるレベル A さんは自宅で洗濯機に洗濯物を入れることができる 

-1 予想より低い A さんは自宅で 3人分の洗濯物をたたむことができる 

-2 予想よりかなり低い A さんは自宅で 1人分の洗濯物をたたむことができる 
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アルツハイマー病患者に対する生活行為工程分析に基づいたリハビリテーション介入の標準化に関する研究 

分担研究報告書 

 

生活行為工程分析表を用いた介入の実践 -アルツハイマー型認知症の一事例- 

および 

認知症患者の生活行為に対するリハビリテーション介入に関するレビュー 

 

研究分担者 田中寛之 

大阪府立大学 地域保健学域総合リハビリテーション学類 作業療法学専攻 講師 

 

研究要旨 

本報告書では, 生活行為工程分析表を用いたリハビリテーション介入の効果を事例を通して具体的に示すこ

と, 過去の先行研究をレビューし本研究で用いた介入戦略の有用性を考察することである. 

これまで, 生活行為に対する介入戦略として, 対象者, 家族と共有された活動・参加レベルの個別化された目

標に対し, 残存している工程や認知機能の活用・代償, 反復技能練習, 物理的・人的環境介入, 家族・介護者

への支援教育のいずれかもしくはそれぞれを組み合わせたものが改善効果を示している.  

今回の研究において, 3 事例同意を得たが 2 例が COVID-19 の感染拡大の影響のため中断したため, アルツハ

イマー型認知症(Alzheimer’s Disease; AD)の 80 歳代女性 1 例について報告する. 初期評価として, 生活行為

工程分析表(Process Analysis of Daily Activity for Dementia ; PADAD)の結果をもとに本人・家族とともに生活行

為について面接を行い, 改善目標として「移動」「買い物」「電話」が挙げられた. 週に 1 回, 40 分/回, 3 ヶ月

間介入した結果, これら 3つの生活行為の能力が改善, 主介護者の介護負担感の軽減が認められた. 介入終了

後 3 ヶ月後も効果が持続した.  

これまでの認知症者に対する非薬物的介入に対しては改善効果が限定的であった. 本研究で実施した生活行

為工程分析表を用いた目標指向的な介入戦略は, 介入プロセスを具体化できる再現性の高いものであると思

われ, 認知症者の生活行為障害に対する有効な手法である. 

 

A. 研究目的 

 認知症者における日常生活 (Activities of dailuy 

Living; ADL)の障害に対する非薬物的介入については, 

対象者その人のこれまでの生活の文脈・課題に焦点を

当て, 活動・参加レベルの目標を立てた目標指向型の

介入によって, 成果をあげているものが多い. これら

の先行研究では, 生活行為の残存している工程や認

知機能の活用・代償, 反復技能練習, 物理的・人的環

境介入, 家族・介護者への支援教育などの手段を用い

ている. 今回の介入研究では, 本研究の主任研究者で

ある田平らが開発した, 先行研究で使用された介入

戦略の要素を抽出して組み合わせた新しい介入戦略

の効果を検証する. 

本研究の目的は, 在宅の認知症者を対象に生活行

為工程分析表を用いたリハビリテーション介入の効

果を事例の経過を通して具体的に明らかにすること

と, 認知症者の生活行為に対する過去の介入研究に

ついてのレビューより, 本研究で用いた介入戦略の

有用性を考察することである.  

 

 

B. 研究方法 

在宅の認知症者を対象に生活行為工程分析表を用い

たリハビリテーション介入の効果検証 

対象者・期間：令和元年度 10 月から令和 2 年度 12

月まで, 兵庫県内の病院において訪問リハビリテー

ションを利用しているアルツハイマー型認知症

(Alzheimer’s Disease; AD)の患者を対象に実施した.  

基本属性：年齢, 性別, 疾患, 併存疾患, 教育年数, 

障害高齢者の日常生活自立度, 認知症高齢者の日常

生活自立度, 投薬情報を得た.  

 用いた評価尺度：日常生活活動(Activities of Daily 

Living; ADL)については, 認知症に対する生活行為工

程 分 析 表  (Process Analysis of Daily Activity for 

Dementia ; PADAD), Physical Self Maintenance Scale 

(PSMS), Instrumental Activities of Daily Living (IADL), 

Hyogo Activities of Daily Living Scale (HADLS), 認知機

能は Mini-Mental State Examination (MMSE), 行動心理

症状(Behavioral Psychological of Symptoms of Dementia; 

BPSD)は Dementia Behavior Disturbance Scale (DBD), 

介護負担感は Zarit 介護負担尺度日本語版短縮版 

(Zarit caregiver Burden Interview ; J-ZBI短縮版)とした. 

介入する生活行為に対して満足度・遂行度を 10 段階

で評価した.  
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デザイン・分析方法：各種評価尺度の得点および介

入する生活行為の満足度・遂行度の介入前後および介

入後 3ヶ月後の得点の変化を分析した.  

倫理的配慮：研究の同意については, 対象者本人お

よび家族に対して口頭および書面にて説明し, 書面

にて同意を得た. 本研究は鹿児島大学大学院医学研

究科の倫理委員会によって承認されている(承認番号

190024-改 2).  

 

C. 介入について 

研究期間内に 3例同意を得たが, 事例１は介入 3回

目に抑うつ症状の増悪, 食事摂取困難, 栄養状態不良

に陥り緊急的に施設入所措置がとられたため介入を

中断した. 事例 3 については, 同意を得た後に緊急事

態宣言が発令され同意を撤回された. 今回の報告書

では, 介入が完遂できた事例 2 (以下, 本症例)の経過

を報告する.  

 

対象者情報 

80 歳代女性であり, キーパーソンである娘と同居

しているが, 娘は日中仕事に従事している. 現病歴と

して X-3 年に AD と診断, X 年 Y-4 月に腰椎圧迫骨折

にて回復期リハビリテーション病棟に入院, 同年 Y

月に退院し退院後１週間後から本研究による評価・介

入を実施した.  

 

初期評価(目標とする生活行為の決定) 

 初回訪問時に本人および家族同席のもと目標設定

のための面接を実施した. 家族・本人からは入院前の

生活状態に戻りたいという要望が聞き取れ, 入院前

の役割・ADL 状況と現在の ADL 状況について , 

PADAD で評価し, 介入対象とした生活行為を「移動」

「買い物」「電話」の 3つと決定した(表 1). PADAD に

おける初期評価時の各項目の得点および満足度・遂行

度は, 「移動」について 11/15 点, 4/10 点, 3/10 点, 「買

い物」が 5/15 点, 1/10 点, 1/10 点, 「電話」が 12/15 点, 

2/10 点, 1/10 点であった(表 2).  

PADAD における各項目の詳細な評価結果について, 

「移動」では“階段を登る”, “目的地に相応な経路を行

く”, “車や障害物をよけて行く”, “おおよその時間に

到着する”の下位項目が減点されていた. 家族からは, 

屋外への一人での外出の際の転倒や事故が心配であ

ることが聞き取れ, 実際の観察場面では対向する自

転車や車, 側溝に気づかない, スーパーまでの目的地

が想起できずに迷うことが評価できた.  

「買い物」では, 退院直後は娘が対象者本人を車椅

子に乗せて介助にて買い物を行っていたため, 主に

移動能力に影響を受ける項目である “入店する”, “買

い物かご・カートをとる”, “目的の売場を確認する”, 

“売場の方向に行く”, 人や陳列台を避けて行く”, “目

的の商品売場に着く”, “目的の商品を探し出す”, “値

段・ラベル表示を確認する”, “商品を必要数かごに入

れる”, “レジに並ぶ”, “出口にむかう”の下位項目が減

点された. 家族からは, 対象者自身が買い物に行く習

慣があることと, 買い物が楽しみの一つで, 病前の役

割でもあったために, 安全に移動できる能力, 必要代

金を支払う能力を維持したいとの希望があった.  

「電話」では, “電話機を手にする”, “通話ボタンを

押す”, “かけたい番号にかける” の下位項目が減点さ

れた. 家族からは, 仕事終わりに買い物などの必要な

用事についてお互いに電話をかける習慣があったこ

と, 日中独居になるため隣県に暮らす息子の家に電

話をかけることができてほしいとの希望があった.  

そのほかの各評価尺度の得点について, PSMSは 2/6

点, IADL は 3/8 点, HADLS は 42/100 点であった. 基

本的 ADL について排泄・食事は自立していたがそれ

以外は何らかの介助が必要で, 手段的 ADL について

は自立しているものはなかった. 認知機能について

は, MMSEが 15/30 点で, 遅延再生, 日時の見当識, 計

算課題で減点され, 中等度の認知機能障害が認めら

れた. BPSD については, DBD が 6/52 点で, 同じこと

を何度も聞く, 日常的な物事に関心を示さないで加

点された. 介護負担感については , J-ZBI 短縮版が

12/32 点であった. 各評価結果を表 2 に示す.  

 

生活行為工程分析結果に基づいた介入戦略について 

 本研究で実施する介入戦略は, PADAD の結果にも

とづき, ①残存している工程や認知機能の活用・代償, 

②反復技能練習, ③物理的環境介入, ④人的環境介入, 

⑤家族・介護者への支援教育の 5 つのいずれか, もし

くは組み合わせたものを対象者の能力, 環境の状況

によって介入者が選択し実施する. 

本症例における「移動」に対する介入戦略は, 歩行

補助具（シルバーカー）の選定・使用練習, 屋外への

外出ルートを一定にして反復歩行練習, 家族への移

動時の転倒・事故のリスクについての説明, 下肢筋力

訓練など, 介入戦略①, ②, ③, ④を実施することと

した. 「買い物」については, シルバーカーで買い物

が行えるように「移動」であげた同じ内容に加えて, 

実際にスーパーでの買い物の反復練習を実施するこ

ととした. 「電話」については, 携帯電話（らくらく

ホン）での簡易呼び出しキーを娘・息子に設定し, 手

順を簡素化・携帯電話の設置場所を食事を行うリビン

グの机の上に一定化（充電場所）する環境調整, (介入

時に携帯電話の使用目的を伝えたうえで)電話をかけ

る・とる練習の反復, 娘との練習にも活用できるよう

に使用方法について記載した張り紙の作成など, 介

入戦略①, ②, ③, ④, ⑤を実施することとした. 表 1

に介入内容のまとめを示す.  

 

介入経過, 再評価 

「移動」については, 歩行補助具（シルバーカー）

を選定し, 介入時に毎回使用していただくことを繰

り返した. 病前には使用しておらず新規に導入する

ものであったため, 初めの数回は「こんなんなくても

歩けるし, 玄関においてたら邪魔やわ」と使用には拒

否的であった. そのため, 介入当初は使用を強制せず
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に実際の屋外歩行時に本人が疲労を感じた際にすぐ

に使用させることを毎回行う, シルバーカー使用時

の歩容を褒める, など本人にとって必要性を感じて

もらえる工夫を施した. 1 ヶ月後には, 屋外への外出

時に「これ（シルバーカー）に頼らんと長い距離歩か

れへんね」と発言が変化し, 介助者が促さずとも自ら

使用するようになった. また, 病前から行っていた近

くのスーパーへの道のりを覚えていただくために , 

途中経路にある公園, 横断歩道を目印として, 毎回必

ず各目印についての話を何度も行った（例; スーパー

に行くまでにある公園にはよく小さな子供達が遊ん

でいる, スーパーに行くまでには横断歩道を右に曲

がる, 危ないから信号をよく見る, など）. 家族には, 

転倒・事故のリスクが考えられる場所・場面（側溝, 段

差, 対向車が来る場所など）を家族に伝えた. 介入 3

ヶ月後には, 見守りで歩いて行くことができるよう

になった. 「移動」の得点は 11 点から 3 ヶ月後に 12

点と向上し, 介入終了後 3 ヶ月後には 12 点と維持で

きていた.  

 「買い物」についても, 「移動」能力の改善ととも

に介入開始 1 ヶ月後には娘とスーパーへシルバーカ

ーを使って買い物練習をはじめ, 3 ヶ月後には娘の付

き添いで買い物が実施できるようになった. 「買い物」

の得点は 5 点から 3 ヶ月後に 13 点と向上し, 介入終

了後 3ヶ月後には 14点と維持できていた.  

「電話」については, 携帯電話（らくらくホン）で

の簡易呼び出しキーを娘・息子に設定し活用時の工程

を簡素化すること, 電話の呼び出し音が鳴った際に

本人が注意を向けやすいようリビングの机の上に携

帯電話を充電器とともに設置した. 机の上には, 娘と

ともに作成した携帯電話の使用方法を記載した張り

紙を置いた. 介入時には, 目標・目的を伝えたうえで

電話をかける・とる練習の反復を毎回行った. 具体的

には, 携帯を開く⇨娘につながる 1 のボタンをおす⇨

電話マークを押して電話をかける, の工程の練習を

繰り返した. その際, 介入者が口頭で伝えながら見本

を工程ごとに示し, 誤りなし学習を行なった. 使用で

きた際にはその都度, 褒めるなどポジティブなフィ

ードバックを行った. 2 ヶ月後には電話を取ることは

失敗なくできるようになった. 電話をかけることに

ついては, 娘から電話をかけることが多かったため

に, 症例自身から電話をかけることは少なかったが, 

再評価時の観察場面では失敗なく実施できていた . 

「電話」の得点は 12 点から 3 ヶ月後に 15 点と向上

し, 介入終了後3ヶ月後 には15点と維持できていた.  

そのほかの評価尺度得点の変化について , PSMS, 

HADLS は整容, 身繕い, 入浴など基本的 ADLの能力

が改善したが IADLの得点は変化がなかった. DBDで

は, 日常的な物事に関心を示さないが改善した. J-ZBI

短縮版では, 12 点から 1 点と改善した. 各評価尺度の

得点の経過を表 2 に示す.  

 

D. 考察 

本事例の生活行為が改善したことについての考察 

目標設定を行い焦点化した「移動」「買い物」「電話」

の全てで改善が認められ, 介入後 3ヶ月後も能力が維

持された. 「移動」「買い物」の得点が改善できた要因

としては, シルバーカーの使用が可能となり, 安全に

屋外への外出が可能になったことが考えられた. 記

憶障害を有する人においても, 感情を伴う出来事や

課題, 手続きとして学習される課題は, 新たに覚える

ことができることは知られている. シルバーカーの

使用を定着させることができたのは,使用時の歩容を

褒めるなどのポジティブなフィードバックがシルバ

ーカーの悪いイメージを改善させ, 反復的な使用に

よって習慣化できたためと考えられた. 実際に, 介入

初期は使用に拒否的であったが 1 ヶ月後には拒否は

なく使用できるようになった.  

「買い物」では, シルバーカーが使用可能となり店

内を車椅子でなく歩いてまわることができるように

なったため, 得点が向上したと考えられた.   

「電話」においては, 使用手順を簡素化する環境設

定と誤りなし学習を用いた反復練習によって手続き

化できたためと考えられた. 軽度から中等度 ADの患

者に対して誤りなし学習を用いた生活行為の再学習

効果は示されており, 工程が少ない課題の方が学習

しやすい. また, 単純な反復練習だけでなく本人にと

って愛着のある対象者が認識できる電話の相手 (娘, 

息子)がでることもあったことは, 練習に対して動機

付けされた要因であったかもしれない. 実際, 「息子

の声も久しぶりに聞きたい」と発言することがあった.  

これらの 3 つの項目全てが改善された理由として, 

生活行為工程分析の結果をもとに行なった対象者自

身・家族と目標を共有したことも改善効果に影響を与

えたかもしれない. 対象者自身・家族とともに決定し

た個別化された目標は, 対象者を主体的に介入に参

加させやすくし, 介入効果も期待できることが知ら

れている. PADAD の結果に基づいて目標を設定した

ことは, 本人・家族にとって改善すべき重要な生活行

為であることを認識しやすくさせ, 主体的に参加さ

せることができた要因になったかもしれない. また, 

目標を共有することは, 介入者にとっても介入すべ

き点を明確化・焦点化できるメリットがあり, たとえ

対象者が介入の目的や意図を忘れたとしても, 対象

者の主体性を失わせない言葉掛けなどの支援もしや

すくなるだろう.   

これらの理由によって, 目標の設定は効果を得る

ために欠かせないプロセスと考えられた.  

 

認知症者の生活行為に対するリハビリテーション介

入に関するレビューと本研究で用いた介入戦略の有

用性についての考察 

これまで, AD を含む認知症者に対するリハビリテ

ーション介入は盛んに行われてきた. それらの多く

は, 回想法などの非薬物療法を用いた BPSD の軽減 1)

や認知機能維持のための認知リハビリテーション 2)
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や運動療法に対する介入効果 3)の検証が多かった. 

ADL については, 2000 年代までは薬物療法の副次的

アウトカム指標として用いられている場合が多かっ

た 4). しかし, 認知症の前駆段階とされる軽度認知障

害(Mild Congitive Impairmentl; MCI)においても金銭管

理や服薬管理など複雑な IADLの障害が認められる 5)

など, 実生活場面での ADL の維持・改善の重要性が

増しており, 認知症リハビリテーションのアウトカ

ムとして ADLに改めて注目されるようになった.  

 これまでに明らかにされている生活行為障害に対

する介入時期, 内容について, Graff ら 6)は, 在宅の軽

度から中等度の認知症者に対して，5 週間にわたる 10

セッション（1 回 1 時間）ので残存している認知機能

を活用し, 自助具など道具を使用する代償方法を練

習するとともに，家族介護者に対して監督技能や対処

行動を指導した結果，認知症の人の ADL 技能が向上

し，家族介護者の介護負担が軽減したと報告している. 

Alex ら 7)は，認知症者の残存する能力と障害されてい

る工程を評価し ADL 遂行支援としての声やビデオガ

イドを使用した支援機器 COACH (Cognitive Orthosis 

for Assisting aCtivities in the Home)を開発し手洗いの生

活行為に対して，介護者の負担の 60％を軽減するこ

とができたことを報告した．Gitlin ら 8)は，家庭環境

スキル構築プログラム（Home Environmental Skill-

building Program：ESP）を用い，認知症高齢者と家族

介護者に 127 組に対して認知症に関する教育，問題解

決，対応技術および簡単な家の環境調整等の支援と認

知症の人の ADL 訓練を行い，家族の情動の改善と

ADL介助量，スキルの向上，記憶に関連する BPSD の

発生頻度に対して効果的であったことを示した. Voigt

ら 9)は, 軽度から中等度 AD を対象に, ADL の再獲得

のためにエラーレスラーニングとトライアンドエラ

ー学習の反復的技能練習の効果を比較検討した. 両

群ともに初期から介入後には有意に ADL が改善した

ことを報告した. Ciro ら 10)は, ADLの再学習の方略と

して, 事情具や支援機器などの物理的環境に対する

介入や家族への対処行動の支援 , 課題志向型練習
(Skill-building through Task Oriented Motor Practice; 

STOMP)を用いて, その介入効果について検証してい

る. 本邦においては, 堀田ら 11)が STOMP を参考にし

た生活行為工程分析に基づいた介入により, 服薬管

理などの生活行為の改善が認められたことを報告し

ている.  

研究目的の部分でも述べたが ADL に対して成果を

あげている先行研究では, 対象者その人のこれまで

の生活の文脈・課題に焦点を当て, 活動・参加レベル

の目標を立てた目標指向型の介入が多い. 本研究で

用いた介入戦略はこれまでの先行研究から導かれた

ものでもあるため, 本症例における改善効果につい

ても妥当な結果であろう.   

 

E. 結論・まとめ 

本事例は, 回復期リハビリテーション病院退院直

後からの介入であったため, 自然経過による能力改

善は否定できないが, 信頼性・妥当性が検討された

PADAD を用いた体系化された介入戦略は認知症者の

生活行為障害に対して有用な手法であるだろう.  
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表 2. 各評価尺度の得点の経過について 

  
ベースライン 

（初期） 

介入後 

(3ヶ月後) 

フォローアップ 

(6ヶ月後) 

PADAD 移動得点 (15点中) 11 12 12 

PADAD 移動 遂行度 (10点中) 4 8 8 

PADAD 移動 満足度 (10点中) 3 8 8 

PADAD 買い物得点 (15点中) 5 13 14 

PADAD 買い物 遂行度  (10 点中) 1 6 6 

PADAD 買い物 満足度  (10 点中) 1 6 6 

PADAD  電話得点 (15点中) 12 15 15 

PADAD  電話  遂行度 (10点中) 2 10 10 

PADAD  電話  満足度 (10点中) 1 10 10 

PSMS (6 点中) 2 4 4 

IADL (8 点中) 3 3 3 

HADLS (100点中) 42 24.1 24.1 

MMSE (30 点中) 15 16 15 

DBD (52 点中) 6 3 2 

J-ZBI短縮版 (32点中) 12 1 1 

※満足度・遂行度は本人および家族とともに評定   

 

 

表 1. 目標とした生活行為とその内容について 

目標とした 

生活行為 
PADAD における生活行為の改善を目標とした下位項目とその介入内容について 

移動 

目標とした下位項目 “目的地に相応な経路を行く”, “車や障害物をよけて行く” 

介入内容 

歩行補助具（シルバーカー）の選定・使用練習, 屋外への外出ルート

を一定にして反復歩行練習, 家族への移動時の転倒・事故のリスク

についての説明, 下肢筋力訓練など 

買い物 

目標とした下位項目 
“入店する”, "人や陳列台を避けて行く”, “目的の商品を探し出す”, 

“レジに並ぶ”, “出口にむかう” 

介入内容 

歩行補助具（シルバーカー）の選定・使用練習, 屋外への外出ルート

を一定にして反復歩行練習, 家族への移動時の転倒・事故のリスク

についての説明, 下肢筋力訓練, スーパーでの買い物の反復練習な

ど 

電話をかける 

目標とした下位項目 “電話機を手にする”, “通話ボタンを押す”, “かけたい番号にかける” 

介入内容 

携帯電話（らくらくホン）での簡易呼び出しキーを設定し手順の簡

素化, 携帯電話の設置場所の一定化, 電話をかける・とるの反復練

習, 電話使用方法についての張り紙の作成 
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令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 （長寿科学政策研究事業） 

アルツハイマー病患者に対する生活行為工程分析に基づいたリハビリテーション介入の標準化に関する研究 

分担研究報告書 

 

Alzheimer病患者における日常生活能力維持に関する世帯構成の影響：縦断的研究 

 

分担研究者 吉浦 和宏 

熊本大学病院 神経精神科 作業療法士 

 

 

研究要旨 

目的：近年，独居高齢者が増加傾向にあるが，Alzheimer病患者の日常生活能力の維持について，世帯構

成の影響は調べられていない．日常生活能力の維持と，独居か同居の世帯構成の関係を調べ，Alzheimer

病患者の地域生活の支援策を検討する． 

方法：ADと臨床診断された 110例を対象に，初診時と 1年後の臨床データを用いて，日常生活能力維持

に関連する要因について，世帯構成含む対象者の特性を独立変数に加えてロジスティック回帰分析を行っ

た． 

結果：日常生活能力の維持には，世帯構成(β=1.80, p=0.031) と認知機能(β=0.13, p=0.010)に有意な関連を認

めた． 

考察：世帯構成は，Alzheimer病患者の日常生活能力の維持に関連していた．Alzheimer病患者の地域生活

維持のためには，認知機能や人的環境も含めた多面的な支援が必要であると考える． 

 

 

 

A．研究目的 

わが国では，高齢化の進展から，Alzheimer病（AD）

をはじめとする認知症の増加が問題となっている．

また，近年は独居生活者が増えてきており，地域で

独居生活をする AD患者も多数存在している． 

AD 患者は認知機能低下から，日常生活の維持に

様々な支援が必要となりやすい．AD 患者の地域生

活を支援するためには，日常生活動作（ADL）能力

に影響のある要因を適切に捉え，多面的に支援を講

じる必要がある．しかし，現在までにAD患者のADL 

維持に関する世帯構成の要因は調べられていない． 

AD患者のADL能力維持に関する世帯構成の影響

が明らかになることで，AD 患者の地域生活の支援

策を検討する上で重要な知見となる可能性がある．

そこで本研究は，AD 患者を対象とし，ADL 能力維

持には，どのような要因が影響しているのか，独居

生活か同居生活かの世帯構成の要因も含めて解析を

行った． 

 

B．研究方法 

【対象】  

2007 年 4 月～2017 年 7 月の間に熊本大学病院神

経精神科認知症専門外来を受診し，National Institute 

of Neurological and Communicative Disorders and Stroke 

AD and Related Disorders Association (NINCDS-

ADRDA)診断基準に基づき，認知症専門医により 

AD と臨床診断され，初診時と 1 年後の臨床データ

に欠損の無い在宅生活者の 110 例を対象とした． 

 

【評価】 

Mini-mental State Examination(MMSE)： 

質問紙による全般的な認知機能評価． 満点は 30

点であり，点数の低下は認知障害の重症化を示す．  

 

Geriatric Depression Scale (GDS)： 

高齢者を対象 とした 15 項目の評価である．得点

が高いほどうつ傾向が高いとされる． 

 

Physical Self-Maintenance Scale (PSMS)： 

「排泄」「食事」「着替え」「身繕い」「移動能力」

「入浴」のセルフケアを含めた基本的 ADL動作 6項

目の自立度を家族や介護者から聴取した情報により

評価する． 

 

Lawton Instrumental Activities of Daily Living Scale 

(IADL)： 

高次の手段的 ADL動作とされる，「電話の使い方」

「買い物」「食事の支度」「家事」「洗濯」「移動・外

出」「服薬の管理」「金銭の管理」の手段的 ADLの 8

項目の自立度を家族や介護者から聴取した情報によ

り評価する．対象が男性の場合は「食事の支度」「家

事」「洗濯」は評価から除く．よって，女性は 8点満

点，男性は 5点満点となる． 

【統計解析】 

独居，同居それぞれの対象者の基本的特性は，初

診時のデータより，平均値(標準偏差)，または n[％]

で記述した．独居群と同居群の 2 群の比較は，量的

変数をMann-Whitney U 検定を用い，カテゴリ変数は
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χ2 検定を用いて解析した．初診時と 1年後の評価結

果は対応のある t検定を用いた． 

ADL能力の維持に関連する要因の分析は，初診時

と 1 年後の PSMS と IADL スコアの変化量が，維持

または改善であるかどうかを，2 項ロジスティック

回帰分析を用いて解析した． 

変数について，認知症診断の「合併疾患」は AD 診

断に伴って判定された，AD 以外に認知機能に影響

にきたす可能性のある併存疾患(脳血管障害など)の

有無から，AD のみ，合併疾患ありと区分した．AD

以外の合併症の内訳は，殆どが脳血管障害であり，

独居のうち合併疾患ありの 6 例(100％)と，同居の合

併疾患ありのうち 46 例(93.9％)に合併があった．同

居の他の 3例(6.1%)は脳腫瘍の合併であった．「IADL」

は，本研究では男女共通する 5項目の得点(5点満点)

を解析に用いた． 

統計解析には IBM SPSS Statistics Version 25 を使

用し，有意水準は 5％未満とした． 

 

【倫理面への配慮】 

熊本大学認知症データベースの作成，または使用

するに当たって，調査対象者には十分に説明を行い，

自由意志にて研究の同意書を交わした．また認知症

のため適切に判断ができない場合は，代諾者から承

認を得ている． 本研究は熊本大学大学院生命科学研

究部の倫理審査委員の承認(第 622 号)を得ており，

内容を遵守し実行した． 

  

C．研究結果 

１．世帯構成別の対象者特性 (表 1) 

110例のうち，世帯環境が独居であった者は 14名

(12.7％)，同居であった者は 96 名(87.3％)であった．

年齢は独居群が同居群に比べて有意に高かった． 

 

２．初診時と 1 年後における認知機能，うつ症状，

日常生活能力の評価 (表 2) 

独居群，同居群共に 1年後の評価で，ADL評価の

PSMS と IADL の得点に有意な低下を認めた．認知

機能評価の MMSE とうつ状態評価の GDS には，有

意な変化はなかった． 

 

3．日常生活能力の維持に関連する要因 (表 3) 

 ADL 能力維持または向上に関連する要因として，

「居住形態」が同居であること，「初診時のMMSEス

コア」高いことが有意に関連をしていた． 

 

D．考察 

 本研究は，熊本大学病院神経精神科認知症専門外

来にて，ADと臨床診断された 110例について，初診

時と 1 年後の PSMS と IADL の評価を用いて，ADL

能力維持に関連する要因を調べた．その結果，世帯

環境が同居であることと，初診時のMMSE スコアが

高値であることに有意な関連を認めた．これら知見

は，私の知る限り，ADの ADL能力維持と世帯環境

の関連を初めて示した報告である． 

 本研究の病院ベースのデータでは，独居である者

は，同居にある者に比べて有意に年齢が高かった．

独居である者の年齢が高かった理由としては，加齢

に伴い配偶者や同居者が死亡するリスクが高なるこ

とから，より高齢である者たちが，死別が原因で独

居になっているのかもしれない． 

AD患者は，初診時から 1年間後の評価において，

認知機能やうつ状態に有意な低下はなかった．ADL

能力は PSMS と IADL で測定される基本的 ADL 能

力と応用的 ADLともに有意に低下があった．これら

知見は，臨床的にとても示唆深い結果かもしれない．

AD の病態の進行を捉えるのには，MMSE などの認

知機能評価だけではなく，ADL評価の方を評価する

ことの有用性を示唆する．例えば，診療場面おいて

MMSE評価で著変が無くとも，ADL能力は低下して

いる可能性がある．ADLも含めて注意深く評価する

ことが望ましいと考える． 

 AD患者の ADL能力維持は，世帯構成が同居であ

ること認知機能が高値であることに有意に関連した．

世帯構成については，地域高齢者が独居であると障

害受傷のリスクが高いとする過去の報告 1)と一致す

る．また，AD患者の場合，認知機能低下があるため，

健康管理がより困難になり易い状態が想定出来，同

居者の支援が ADL 能力維持に重要にだと考えられ

る．したがって，ADL能力維持には，認知機能を保

つことと，健康的な生活を補助する同居者もしくは

介護者の存在が重要であると考えられる． 

 本研究の限界は，比較的少数の対象者の解析であ

った．特に独居である男性が少なかったため，性別

の違いも考慮するためには，より多くの対象者から

解析する必要がある．また，介護サービス，同居者

の特性差，住環境，転居などの要因など，他の様々

な環境要因の影響が検討できていない．そして，ADL

評価の PSMS や IADL は家族や介護者から情報を得

るため，家族介護者の対象者の理解度の違いが影響

している可能性がある．特に独居者の評価は，測定

バイアスが生じやすかったかもしれない． 

 

E．結論 

 AD患者のADL能力維持には世帯構成が関連して

いた．ADL維持には，同居環境が望ましいが，独居

の場合は，身近で支援する介護者(支援者)の存在が

重要な役割になるかもしれない．よって，AD患者の

地域生活維持のためには，認知機能などの機能面ば

かりでなく，人的環境も含めた多面的な支援が必要

であると考える． 
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居住形態による相違．第 35回日本老年精神医学会，

令和 2年 12月 20-22日 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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表 1．世帯構成別の対象者の特性 

 

  独居  (n=14) 同居  (n=96)  

  平均 (SD) 平均 (SD) ｐ 

年齢 78.8 (5.7) 74.4 (8.7) 0.021 

教育年数 11.2 (3.3) 11.8 (2.5) 0.56 

女性      n [％] 11 [88.0%] 53 [60.2%] 0.14 

認知症診断     0.77 

AD   n [%]     8 [57.1%] 49 [51.0%]  

合併疾患あり  n [%]    6 [42.9%] 47 [49.0%]  

 

 

表 2．初診時と 1 年後における認知機能、うつ症状、日常生活能力の評価 

  独居  (n=14) 同居  (n=96) 

 初診時 1年後  初診時 1年後  

  平均 (SD) 平均 (SD) ｐ 平均 (SD) 平均 (SD) ｐ 

MMSE 21.4 (4.3) 21.7 (4.0) 0.49 20.1 (4.7) 19.8 (4.6) 0.21 

GDS 3.1 (2.7) 2.9 (2.7) 0.39 3.5 (2.5) 3.3 (2.5) 0.13 

PSMS 5.4 (1.2) 4.3 (1.9) 0.029 5.2 (1.2) 4.7 (1.5) <0.001 

IADL 3.9 (1.4) 2.8 (1.4) 0.015 3.5 (1.2) 3.0 (1.4) <0.001 

 

 

表 3． 日常生活能力の維持に関連する要因 

 β (SE) ｐ 

年齢 -0.03 (0.02) 0.34 

教育年数 -0.02 (0.09) 0.80 

性別 -0.38 (0.47) 0.42 

AD 診断における合併疾患の有

無 
-0.02 (0.46) 0.96 

居住形態(独居/同居) 1.80 (8.31) 0.031 

初診時 MMSE スコア 0.13 (0.51) 0.010 

初診時 GDS スコア 0.22 (0.84) 0.79 
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令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 （長寿科学政策研究事業） 

アルツハイマー病患者に対する生活行為工程分析に基づいたリハビリテーション介入の標準化に関する研究 

分担研究報告書 

 

 

アルツハイマー病患者の行動心理症状と日常生活活動との関連についての研究 

 

分担研究者 Han Gwanghee 

熊本大学 神経精神科 作業療法士 

 

研究要旨： 

目的：アルツハイマー病（AD）では記憶障害など中核症状に加え，行動・心理症状（BPSD）がみられる

が，BPSDのどういう症状が基本的 ADL（BADL）及び手段的 ADL（IADL）に関連しているのかを調べ

た研究はない．そのため，本研究は BPSD の各々の症状と ADLとの関連を調べることを目的に実施し

た． 

方法：熊本大学病院神経精神科の AD 患者 629名（77.3±8.5歳，MMSE 平均 19.7±5.0点）を対象に行

動・心理症状評価の Neuropsychiatric Inventory caregiver Distress scale (NPI-D)と，BADL評価の Physical 

Self maintenance Scale(PSMS)，IADL評価の Lawton’s Instrumental ADL(L-IADL)を実施した．解析方法

は，まず NPI-D の各下位項目の得点と PSMS及び L-IADLの各下位項目別の点数との相関関係を

Spearman の順位相関係数にて検討した．次に PSMS 及び L-IADLの各下位項目を従属変数とし，Spearman

の順位相関係数において有意な相関関係を認めた NPI-D 下位項目を独立変数に投入し重回帰分析を行っ

た．  

結果：Spearmanの順位相関係数の結果，主に幻覚，無為，異常行動が PSMS 及び L-IADLの各下位項目と

有意な関連を示した．重回帰分析の結果，PSMSの排泄，食事，移動能力，入浴は幻覚の関連が最も高か

った．L-IADLの電話使用，買い物，食事支度，家事，移動外出，服薬管理は無為の関連が最も高値であ

った． 

まとめ：本研究では，BPSDの内 BADLでは幻覚との関連が多くみられ，IADLの殆どは無為との関連が

示唆され，BADLと IADLで影響される BPSD は違うことが推察された．AD の ADL低下には様々な原因

が想定されるが，BPSDの内容によって影響される ADLが異なることを踏まえながら介入していく必要

があると考えられた． 

 

 

A．研究目的 

 アルツハイマー病（Alzheimer's disease ; AD）では

記憶障害や見当識障害などの中核症状に加え，行動・

心 理 症 状 （ Behavior Psychological Symptoms of 

Dementia: BPSD）がみられる場合が多い．BPSDの具

体的な症状としては妄想，幻覚，興奮，不安，うつ，

無為，脱抑制，易刺激性，異常行動などが含まれる．

これらの BPSD は AD の生活の質を低下させ日常生

活動作（Activity of Daily Living：ADL）維持にも支障

をきたす可能性がある．しかし，BPSD のどういう症

状が基本的 ADL（Basic ADL： BADL）および手段

的 ADL（Instrumental ADL： IADL）に関連している

のかを調べた研究はない．BPSD の各症状と BADL

および IADLとの関連を知ることができれば，BPSD

症状のケアに合わせ，生活行為に対しても的確な介

入ができる可能性がある．そのため，本研究では

BPSD の各々の症状と BADL 及び IADL との関連を

調べることにした． 

 

B．研究方法 

 対象は 2007 年～2017 年の間に熊本大学病院認知

症専門外来で AD と診断された 629 名（平均年齢：

77.3±8.5 歳）とした．対象者の Mini-Mental State 

Examination平均得点は 19.7±5.0点であった．せん妄，

脳外傷，うつ病などが合併している場合は除外した．

評価項目は，行動心理症状評価の Neuropsychiatric 

Inventory caregiver Distress scale(NPI-D)と，BADL評

価の Physical Self maintenance Scale(PSMS)，IADL評

価の Lawton’s Instrumental ADL(L-IADL)を用いた．解

析方法は，1）NPI-D の各下位項目（妄想，幻覚，興

奮，うつ，不安，多幸，無為，脱抑制，易刺激性，異

常行動，睡眠異常，食行動異常）の得点（頻度と重症

度の積）と PSMS（排泄，食事，更衣，身繕い，移動

能力，入浴）及び L-IADL（電話使用，買い物，食事

支度，家事，洗濯，移動外出，服薬管理，金銭管理）

の各下位項目別の点数との相関関係を Spearman の

順位相関係数にて検討した．2）PSMS 及び L-IADL

の各下位項目を従属変数とし，Spearman の順位相関

係数において有意な相関関係を認めた NPI-D 下位項

目を独立変数に投入して重回帰分析を行った．いず

れの検定も統計学的有意水準を 5％とした．  
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（倫理面への配慮） 

本研究では個人情報を消去し，すべて記号・数値

に置き換え，万一情報流出が起こった場合にも個人

が特定されない形でのみ処理を行う配慮をした． 

 

C．研究結果 

 1）Spearmanの順位相関係数の結果，主に幻覚，無

為，異常行動が PSMS 及び L-IADL の各下位項目と

有意な関連を示した．2）重回帰分析の結果，PSMS

の場合，排泄，食事，移動能力，入浴は幻覚が最も高

い関与度を示した．さらに，幻覚は PSMS のすべて

の下位項目との関連がみられた．更衣は無為との関

連が最も高く，身繕いは異常行動との関連が最も高

く示された（表 1）．L-IADLの場合，電話使用，買い

物，食事支度，家事，移動外出，服薬管理は無為の関

連が最も高かった．また，無為は洗濯を除くすべて

の L-IADL の下位項目との関連がみられた．洗濯，

金銭管理では異常行動の関連が最も高かった（表 2）． 

D．考察 

 本研究では BPSD の各々の症状と BADL 及び

IADLとの関連を調べた．その結果，排泄，食事，移

動能力，入浴は他の BPSD に比べ，幻覚との高い関

連がみられた．また，幻覚は PSMS すべての下位項

目との関連が示され，幻覚による現実感覚低下の影

響が BADLの介助量増加につながる可能性が考えら

れた．道具を使うことが多い身繕いの介助量増加に

は，常同行為などの異常な行為の影響が他の BPSD

より大きいことが推察された．更衣は，無為との関

連が示され，意欲や発動性の低下による自立度の低

下が示唆された．IADL の場合，洗濯と金銭管理は，

他の BPSD に比べ異常行動との高い関連が示唆され

た．電話使用，買い物，食事支度，家事，移動外出，

服薬管理は，無為との関連が示された．さらに，無

為は洗濯を除くすべての L-IADL の下位項目との関

連が示され，行動を起こそうとする自発性が低下す

ると，IADLの介助量が増加する可能性が推察された．  

 

E. 結論 

BADLの多くは，幻覚との関連が示され，IADLの

殆どは無為との関連が示唆された．AD の ADLの低

下には様々な原因が想定されるが，BPSD の内容に

よって影響される ADL が異なることを踏まえなが

ら介入していく必要があると考えられた． 

 

F．健康危険情報  

なし 
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3）韓侊熙，福原竜治，竹林実, 丸田道雄，中村篤，

宮田浩紀，下木原俊， 徳田圭一郎，池田由里子，

田平隆行，アルツハイマー病患者の行動心理症状

と日常生活活動との関連についての研究，第 14回

日本作業療法研究学会学術大会，千葉（Web開催），
2020 

４）丸田道雄，牧迫飛雄馬，池田由里子，韓侊熙，中

村篤，宮田浩紀，下木原俊，大勝巌，大勝秀樹，田

平隆行，地域在住高齢者が重要とする活動の満足
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1. 特許取得 
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2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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表 1．AD患者の PSMSにおける NPIの重回帰分析の結果 

PSMS NPI-D 調整済み決定係数 標準偏回帰係数 95%信頼区間 

排泄 幻覚 0.083 0.240*** 0.107-0.204 

食事 幻覚 0.079 0.282*** 0.047-0.082 

更衣 無為 0.179 0.258*** 0.049-0.086 

幻覚  0.207*** 0.089-0.187 

異常行動  0.184*** 0.037-0.087 

身繕い 異常行動 0.143 0.198*** 0.037-0.082 

無為  0.183*** 0.026-0.060 

幻覚  0.178*** 0.061-0.151 

移動能力 幻覚 0.115 0.178*** 0.061-0.147 

入浴 

 

幻覚 0.225 0.236*** 0.106-0.197 

異常行動  0.239*** 0.054-0.101 

無為  0.193*** 0.031-0.066 

                                              ***p<0.001，**p<0.01，*p<0.05 

 

表 2．AD患者の L-IADLにおける NPIの重回帰分析の結果 

L-IADL NPI-D 調整済み決定係数 標準偏回帰係数 95%信頼区間 

電話使用 無為 0.177    0.233*** 0.047-0.089 

 異常行動     0.216*** 0.053-0.110 

 幻覚     0.171*** 0.073-0.183 

買い物 無為 0.145    0.200*** 0.041-0.088 

 異常行動     0.193*** 0.048-0.112 

 幻覚     0.129** 0.045-0.168 

食事支度 無為 0.181    0.231*** 0.058-0.128 

 異常行動    0.190*** 0.050-0.142 

 幻覚    0.144** 0.053-0.227 

家事 無為 0.220    0.284*** 0.085-0.157 

 異常行動     0.215*** 0.067-0.162 

 幻覚     0.129** 0.044-0.223 

洗濯 異常行動 0.148    0.222*** 0.042-0.101 

 幻覚     0.186*** 0.059-0.172 

移動外出 無為 0.142    0.230*** 0.060-0.115 

服薬管理 無為 0.139    0.251*** 0.042-0.078 

 異常行動     0.187*** 0.035-0.080 

金銭管理 異常行動 0.151    0.270*** 0.055-0.097 

 無為     0.209*** 0.030-0.062 

                         ***p<0.001，**p<0.01，*p<0.05 
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令和２年度厚生労働科学研究費補助金 （長寿科学政策研究事業） 

アルツハイマー病患者に対する生活行為工程分析に基づいたリハビリテーション介入の標準化に関する研究 

分担研究報告書 

 

単身世帯の地域在住認知症患者の生活行為分析の特徴 

 

研究分担者：吉満 浩二（鹿児島大学医歯学域医学系 助教） 

研究代表者：田平 隆行（鹿児島大学医歯学域医学系 教授） 

 

 

研究要旨 

目的：本研究では，地域在住認知症高齢者の IADL について生活行為工程分析表（PADA-D）を用いて調

べ，独居高齢者の具体的な障害と残存能力を検証する． 

方法：対象は，地域在住する認知症高齢者 52名の内，女性のみのアルツハイマー型認知症患者 38名とし

た．独居群は 11名（平均年齢 85.9±7.1歳），同居群は 27名（平均年齢 84.6±7.5歳）に対して PADA-Dの

総合，IADL得点を 2群間で比較した．さらに各 IADLを工程ごとに自立割合（3 点満点）を算出し，2群

間で比較した．  

結果：独居者は同居群と比較し， PADLP-D の総合得点等には差はないが，生活行為別や工程では相違が

みられた．1）IADLは「電話」が高く「調理」が低い，2）調理：「配膳」は高く，「献立」は低い，3）電

話：「かける」，「かけた相手と話す」は高い，4）洗濯：「干す」，「取り込む」が低い，5）服薬管理：「決ま

った袋を出す」，「定量を確認する」が高い，6）金銭管理：「現金の扱い」は高い傾向であった． 

結論：独居の認知症高齢者の IADL 自立度が高い部分は，各 ADL の工程で異なっており，生活行為全体

が高いのではない．独居者の得意な工程を継続させることが重要であり，そのためにも PADA-D のように

詳細な ADLの観察・聴取が必要である． 

 

 

Ａ．研究目的 

本邦の 65 歳以上の独居高齢者は全高齢者の

15.5％（女性では 22.4％）であり，2040年には男性

20.8，女性 24.5％と急増すると予測されている 1）認

知症高齢者の単独世帯は，全高齢者の男性 2.8％，

女性 9.2％，要介護認定者の中では男性 18.6％，女

性 35.6％であり認定者の 3 人に一人が認知症の単

独世帯である 2）．IADLに関しては金銭管理や買い

物，調理において独居認知症高齢者の自立度が高

いが，BADLに関しては同居認知症高齢者の自立度

が高い生活行為も多い 2）．一方，地域在住高齢者で

は独居者と同居者が IADL 自立度に差はないとい

う報告もあり 3），必ずしも独居者の IADLが高いと

は言えない．しかし，独居は社会的孤立を誘発しや

すく，心身機能の低下，移動能力低下，不良な健康

状態，低い社会経済状況を招きやすい 4），COVID-

19 によってさらにこれらの要因の助長が危惧され

ている．従って，社会的孤立を防ぐためにも IADL

の自立を継続し，社会参加を促す必要がある．しか

し，認知症高齢者の IADLの具体的な障害や残存能

力は明らかになっていない． 

本研究では，地域在住認知症高齢者の IADLにつ

いて生活行為工程分析表（PADA-D）を用いて調べ，

独居高齢者の具体的な障害と残存能力を検証する． 

Ｂ．研究方法 

対象は，地域在住する認知症高齢者 52 名の内，

今回は IADL であるため女性のみのアルツハイマ

ー型認知症（AD）患者 38名とした．リクルートは，

2018-2020 年に鹿児島及び宮崎県における通所リ

ハビリテーション，精神科デイケアから抽出した．

独 居群 は 11 名 （平均 年 齢 85.9±7.1 歳 ，

MMSE18.6±3.5），同居群は 27名（平均年齢 84.6±7.5

歳，MMSE18.1±3.8）であった．生活行為工程分析

表（PADA-D）の IADLは，調理，家事（掃除等），

買い物，電話，洗濯，外出，服薬管理，金銭管理の

8行為（1行為 15点）をそれぞれ 5工程（1工程 3

点）ごとに分類されており，PSMS，IADLS，HADLS

に基づいて認知機能的側面から工程分析している．

全ての行為，工程について自立割合（それぞれ 15

点，3 点）を算出し，群間で比較検討した．年齢，

MMSE，PADA-D の合計点は対応のない T 検定に

て統計処理した．その後，各 IADLを工程ごとに自

立割合（3 点満点）を算出し，2 群間で比較した．  

 (倫理的配慮) 

鹿児島大学医学部研究倫理員会（170377(370)疫-

改 3）の承認を得て行った． 

 

Ｃ．研究結果 

両群で年齢，MMSE（独居 16.3，同居 15.3），PADA-

D 総合得点，IADL得点には有意差はなかった（図
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1）．IADL 別では，調理は同居群が高く，買い物，

電話は独居群が高く，金銭・服薬管理，家事（掃除

等）は同程度であった（図 2）．工程別では，独居

群は，電話の「電話に出る」は同居群と同程度であ

るが，「電話をかける」，「かけた相手の話す」で自

立割合が高かった．買い物では，「入店」，「売り場

に行く」，「商品選択」，「袋づめ」では同程度である

が，「支払い」で顕著に高かった．服薬管理では，

「服用」は同程度であるが「時間を守る」，「決まっ

た袋を出す」，「定量の確認」で顕著に独居群が高か

った． 洗濯では，「洗濯機に入れる」が，金銭管理

では「現金の扱い」がそれぞれ高かった．家事（調

理・洗濯・買い物以外）では「食事の後片付け」「掃

除」が，調理は全ての工程で独居群が低かった（図

3）． 

 

Ｄ．考察 

独居者は同居群と比較し，IADLs や HADLs，

PADLP-D の総合得点等には差はないが，生活行為

別や工程では相違がみられた． 

1）生活行為は「電話」が高く「調理」が低い傾向． 

2）調理：「配膳」は高く，「献立」は低い傾向 

3）電話：「かける」，「かけた相手と話す」は高い 

傾向 

4）洗濯：「干す」，「取り込む」が低い傾向 

5）服薬管理：「決まった袋を出す」，「定量を確認す

る」が高い傾向 

6）金銭管理：「現金の扱い」は高い傾向 

 IADL 自立度は独居者が高い 2）とされているが，

今回は「電話」のみ差が認められた．独居者であっ

ても介護保険サービスやインフォーマルなサービ

スも含め人的環境支援によって在宅生活を継続し

ている高齢者も少なくない．逆に同居者において

も役割として担っているケースも多い．従って，

IADLの自立度は独居以外の居住環境（人的・物理

的）が影響している可能性がある． 

 PADA-D の工程についても独居／同居で自立割

合に相違があった．家族介護者やサービス担当者

は，本人の残存能力を活かして「できる」部分は継

続支援を，困難な部分は最小介助でできるよう支

援していくことが重要であると考える． 

 

 
 

 
図 1．PADA-D 総合得点，IADL得点の群間比較 

   NS: Not Significant 

 

 

 

 

 
図 2．IADL別 PADA-D 自立割合の群間比較 
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電話 

 
買い物 

 
 

服薬管理 

 
洗濯 

 
 

 

 

 

家事 

 
 

調理 

 
図 3．各 IADLの工程別自立割合の群間比較 

 

 

 

Ｅ．結論 

 独居の認知症高齢者の IADL 自立度が高いのは，

各 ADLの工程で異なっており，行為全体が高いの

ではない．独居者の得意な工程を継続させること

が重要であり，そのためにも PADA-D のように詳

細な ADLの観察・聴取が必要である． 
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